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主な事業の説明書

健康福祉部



款 項 目  大事業 ページ

3 1 1 15 子ども・若者育成支援事業費 ４－　１

3 1 1 34 生活困窮者自立支援事業費 ４－　２

3 1 1 61 社会福祉協議会補助金 ４－　３

3 1 3 40 かわ舟の里角間川改築事業費補助金 ４－　４

3 1 5 12 障がい福祉サービス給付費 ４－　５

3 1 6 11 高齢者生活支援サービス事業費 ４－　６

3 1 6 12 高齢者等雪対策総合支援事業費 ４－　９

3 1 6 13 敬老の日事業費 ４－１０

3 1 6 20 介護予防・日常生活支援総合事業費 ４－１１

3 1 6 22 包括的支援事業・任意事業費 ４－１７

3 2 2 12 放課後児童クラブ管理運営費 ４－２４

3 2 2 14 病児・病後児保育事業費 ４－２５

3 2 3 21 保育士確保推進事業費 ４－２６

3 2 3 61 法人立保育所補助金法人立保育所補助金 ４－２７

3 3 2 80 生活扶助費等 ４－２８

4 1 1 60 救急医療運営支援事業費 ４－３０

4 1 2 12 母子保健推進費 ４－３１

4 1 2 16 （新規）子育て世代包括支援センター事業費 ４－３３

4 1 4 12 予防接種経費 ４－３４

4 1 4 17 風しん予防接種事業費 ４－３６

※部毎に款・項・目・大事業の順番とする。

・・・・・・・・・・・・・・・目　　　　　次・・・・・・・・・・・・・・・



3 款 1 項 1 目 15 事業

課所名：健康福祉部　社会福祉課　　　

【31年度】 千円

※ふらっと維持管理費負担金

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

・子ども・若者総合相談センターの運営

　

①びおら  　平成25年4月1日開設　委託先：ＮＰＯ法人まることびおら

②ふらっと　平成29年4月1日開設　委託先：ＮＰＯ法人光希屋（家）

・

・

　子ども・若者育成支援推進法を踏まえ、社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者（0歳～39歳）を
総合的に支援する枠組みを構築し、社会生活を円滑に営むことができるように相談や助言等、解決に繋げ
るための支援を続けていく。

・平成25年4月1日から子ども･若者総合相談センター「びおら」を開設。平成29年4月1日には、2カ所目
　となる子ども・若者総合相談センター「ふらっと」を開設し、相談や支援先の選択肢が広がり、対象
　者がより利用しやすい環境を整えた。

・子ども･若者総合相談センターの利用者が抱える悩みや不安は複雑多岐にわたっており、それらを解決
　するには息の長い取組みと支援を継続していく必要があることから、委託先であるＮＰＯ法人と連携
　を密にし、それぞれのセンターの特色を活かした支援体制を強化していく。

びおらでは、生活困窮者就労準備支援事業(国庫補助)の委託も受け実施している。両事業の中に就労支
援があり、委託先も同じ団体であることから、就労支援を必要とする人については就労準備支援事業へ
つなぎ、補助対象とすることで一般財源の縮減を図る。
また、両事業の所管を一課(社会福祉課)にまとめることで、事務の軽減を図る。

ふらっとについては、平成31年度から開設時間を拡大し、悩みを抱えている子ども・若者の相談へ対応
していく。

相談の受付、関係機関の紹介、必要な情報の提供及び助言、居場所の提供、学校復帰や就業支援、自立
や社会参加に向けた活動支援を行う。

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

242 9,450

9,692 千円【30年度】 11,853 千円【増減額】 △ 2,161

※31年度事業費の財源内訳

事 業 説 明 書

(施策の大綱)社会福祉の充実 (施策)地域福祉の推進 (基本事業)未来ある子どもたちへの支援の充実

見直し

『事業名』 子ども・若者育成支援事業費

①びおら （単位：人） ②ふらっと

延数 実人数 延数 実人数 延数 実人数
幼児・小学生 89 7 57 3 学校復帰(小学校) 1 2 幼児・小学生 1 1
中学生 26 3 32 3 学校復帰(中学校) 0 0 中学生 4 1
高校生 82 4 164 7 学校復帰(高等学校) 0 0 高校生 1 1
若者 711 49 807 28 高等学校等進学 3 2 若者 1,367 53
保護者 216 ― 128 ― 就職 10 7 保護者 61 ―
学校関係等 69 ― 65 ― その他※ 2 1 学校関係等 302 ―
合計 1,193 63 1,253 41 合計 16 12 合計 1,736 56
①その他※内訳 ・H28　ふれあい作業所１名、テンダーランドリー1名

・H29　NPO法人障がい者自立生活センター「ほっと大仙」1名

H28 H29実績 利用者
H29

利用者
H28 H29
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3 款 1 項 1 目 34 事業

課所名：健康福祉部　社会福祉課        

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

事 業 説 明 書

(施策の大綱) 社会福祉の充実 (施策) 地域福祉の推進 (基本事業)　支え合いの仕組みの構築

拡充

『事業名』 生活困窮者自立支援事業費

26,600 千円【30年度】 18,823 千円【増減額】 7,777

※31年度事業費の財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

18,385 8,215

　平成27年4月、生活保護受給者以外の生活困窮者に対する支援を強化する目的で「生活困窮者自立支援
法」が施行された。困窮状態から早期に脱却することを支援するため、本人の状態に応じた包括的かつ継続
的な支援等を実施することで、生活困窮者の自立の促進を図る。合わせて、地域に不足する社会資源を把握
し、整備促進を働きかける。
　●目標（平成30年度　国の目安値・人口10万人あたり）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：相談受付26件、プラン作成13件、就労支援8件（月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　就労・増収率（就労・増収者／就労支援対象者）75%

・必須事業の「自立相談支援事業」「住居確保給付金」、任意事業の「就労準備支援事業」「家計相談支援
　事業」に取り組んでおり、平成30年9月より就労準備支援事業の一環で地域におけるアウトリーチ支援事
  業にも取り組んでいる。

【各事業の相談支援状況（平成30年4月～12月）】

①自立相談支援事業：新規受付　106件、プラン作成　25件、新規就労・増収者　9名
②住居確保給付金利用件数　：0件
③就労準備支援事業利用件数：1件（ほか自主支援のべ134件）
④家計改善支援事業利用件数：6件

・就労準備支援事業中、地域におけるアウトリーチ支援事業において対象者への支援には数年かかると思わ
  れるケースもあり、長期的な支援が必要と思われる。

　効果的な制度の周知と埋もれている生活困窮者を把握することで、支援を必要とする人を確実に支援につ
なげるよう努める。合わせて、新たな任意事業の取り組みについても検討する。

事業 自立相談支援事業 住居確保給付金 就労準備支援事業 家計改善支援事業

委託
先

大仙市社会福祉協議会
市給付（自立相談支

援事業で受付）
ＮＰＯ法人

まることびおら
大仙市社会福祉協議会

配置
職員

主任相談支援員　0.5名

家計相談支援員　0.5名相談支援員　　　1.5名

就労支援員　　　　1名

一般事業分支援員　2名

アウトリーチ分
事務及び支援員　 11名

事業
概要

困窮者からの相談に包
括的に対応

離職者等に有期で家
賃相当額を給付

就労困難者への生活・
社会訓練

家計に課題を抱える者
への相談支援

事業
費

(円)

委託料 12,995,676
扶助費 243,000

委託料 9,270,374 委託料 2,670,290

事務費 396,732 事務費 940,788 事務費 82,244

計 2,752,534計 13,392,408 計 243,000 計 10,211,162
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3 款 1 項 1 目 61 事業

課所名：健康福祉部　社会福祉課　       

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

【補助対象】市社会福祉協議会地域福祉部門職員　29名

【補 助 額】 補助対象額 89,117千円×0.9≒80,205千円（千円未満切り捨て）

　→ 補助額 78,535千円（上限）…①

【補助対象】市社会福祉協議会地域福祉部門職員　10名

【補 助 額】 補助対象額 4,261千円×0.9≒3,834千円（千円未満切り捨て）

　→ 補助額 3,834千円（千円未満切り捨て）…②

■合計補助交付額　　① ＋ ② ＝ 82,369千円

※地域福祉情報発信事業費補助については、平成30年度をもって廃止とする。

（嘱託職員8名：法定福利費、臨時職員2名:給与/4）

　社会福祉協議会の安定的な経営を背景に、地域福祉を推進できるよう社協の財政状況を精査し、状況を
勘案しながら財政支援を行っていく。

・当補助金は市社会福祉協議会の依存財源の大部分を占めており、同協議会の経営安定化を図るため、平
　成23年度からそれまで事業委託料に包含されていた人件費部分を切り分け、本補助対象経費に組み入れ
　て一本化した。
・平成27年度からは、同類型事業の全国平均人件費率との較差と大仙市社会福祉協議会の経営状況を考慮
　した積算方法へ変更。平成30年度からは、過去3年間の補助対象額に対する補助金額の比率の平均値が
　9割であることから、補助対象額の9割を補助している。

・市の自主財源も減少していくことから、財政支援の在り方については、3年ごとに補助金額を見直すこ
　ととしている。
・市社会福祉協議会における自主財源の確保や、職員の定数管理体制と事業の在り方について検討を促
　し、支出経費の圧縮を進めるよう指導していく。

　■基本部分：補助対象額の9割を市で補助する。ただし、上限額を78,535千円とする。

（正職員19名：給与＋法定福利費、嘱託職員8名：給与、臨時職員2名:給与/2）

　■臨時支援部分：補助対象額の9割を市で補助する。

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

82,369

82,369 千円【30年度】 78,984 千円【増減額】 3,385

※31年度事業費の財源内訳

事 業 説 明 書

(施策の大綱)社会福祉の充実 (施策)地域福祉の推進 (基本事業)支え合いの仕組みの構築

継続

『事業名』 社会福祉協議会補助金

合計（補助対象） 29人 86,439,592 29人 89,117,148

小　計 29人 73,385,922

法定福利費（正職員） 19人 13,053,670 19人 13,480,164

給与/2（臨時） 2人 1,509,200

75,636,984

1,509,200

56,742,184

給与（嘱託） 8人 16,123,600 8人 17,385,600

2人

補助項目 平成30年度(見込) 平成31年度予算

給与（正職員） 19人 55,753,122 19人

29人

補助項目

8人 3,507,000

平成31年度予算

給与/4（臨時） 2人

合計（補助対象） 10人 4,261,000

法定福利費（嘱託職員）

754,000
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3 款 1 項 3 目 40

課所名：健康福祉部　社会福祉課　　　

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

※かわ舟の里改築補助負担率

・平成27年度国勢調査人口を基準とし、事業期間の負担率を固定とする。

・負担割合は、人口割で大仙市63.394%、仙北市21.077%、美郷町15.529%

　障がい者の多様なニーズに対応し、福祉サービスの質の向上を図るため、社会福祉法人水交会が実施す
る障がい者支援施設「かわ舟の里角間川」改築事業に対し市補助金による支援を行う。
　なお、支援にあたり、年度別事業計画に基づき適正な補助の実施を目指す。

・平成28年度から736,512千円の補助を実施、事業の円滑な実施に寄与している。

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

65,000 3,492

68,492 千円【30年度】 699,984 千円【増減額】 △ 631,492

※31年度事業費の財源内訳

・平成31年度は、事業最終年度であり、用地造成工事Ⅲ期、外構・消雪・解体工事Ⅱ期等に対する補助を
　実施する。平成31年12月に工事竣工予定。

・国の施設整備補助金の不採択と工事費の増額により当初の事業計画が変更となり、工事内容が一年先送
　りとなったため、事業実施主体である社会福祉法人水交会及び広域構成市町と連携を図る必要がある。

事業

事 業 説 明 書

(施策の大綱)社会福祉の充実 (施策)障がい児・者福祉の充実 (基本事業)障がい福祉サービスの充実

継続

『事業名』 かわ舟の里角間川改築事業費補助金

年度
補助対象
事業費

大仙市
補助金

仙北市
補助金

美郷町
補助金

28 45,413 28,789 9,571 7,052

29 12,208 7,739 2,573 1,895

30 1,123,633 699,984 232,724 171,473

用地造成工事Ⅱ期

本体工事（建築・設備・電気）、外構工事Ⅰ期
消雪工事Ⅰ期、解体工事Ⅰ期　等

単位：千円

事業内容

実施設計、用地造成工事Ⅰ期　等

年度 事業費
補助対象
事業費

大仙市
補助金

仙北市
補助金

美郷町
補助金

31 108,561 108,041 68,492 22,771 16,778

単位：千円

事業内容

解体工事Ⅱ期、外構工事Ⅱ期、消雪工事Ⅱ期
用地造成工事Ⅲ期、設計監理、工事監理
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3 款 1 項 5 目 12 事業

課所名：健康福祉部　社会福祉課　　　

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

※Ｈ30は1月末現在

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

その他 一般財源

858,698 429,651 433,050

国庫支出金 県支出金 市債

1,721,399 千円【30年度】 1,600,395 千円【増減額】 121,004

※31年度事業費の財源内訳

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　社会福祉の充実 (施策)　障がい児・者福祉の充実 (基本事業)　障がい福祉サービスの充実

継続

『事業名』 障がい福祉サービス給付費

　障がい者・児が、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むこ
とができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、その他の支援を総合的に行い、障がい者・児の福
祉の増進を図るとともに、障がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすこ
とのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

・サービス体系の見直しや対象者の拡大、市内事業所数の増加等により年々支援を必要とする障がい者等

 【支給決定者数の推移】（障がい者・児の合計人数）

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

435 464 486 502 555 731

・生活介護や共同生活援助など利用希望者に対して事業所の数が少ないため、希望する支援を受けるこ

・生活介護や施設入所は介護保険にも同様のサービスが設けられているが、65歳以上であっても介護保

602 616 625 637 639 698

　増が見込まれる。

　へ普及が進んでいる。平成30年度においても就労定着支援などの新たなサービスが創設されている。

　とができない障がい者等が多く存在する。

　険へスムーズに移行することができない障がい者がいるため、その分、定員が圧迫されている。

・平成30年度より新サービスの追加、大規模な報酬改定が実施されたところであり、現在、厚生労働省

　にてその調査、検証が進められている。次期の大きな改定としては平成33年度に予定されている。

・平成31年度においては消費税率の引上げに対応するための報酬改定が検討されており、本事業の歳出

Ｈ30

単位：千円

金　額

68,668

33,209

16,180

2,311

88

120,456

比較
（②-①）

その他

①施設入所補足給付費（食費、光熱費補助）
②グループホーム補足給付費（家賃補助）
③肢体不自由児通所医療費
④すこやか療育支援事業

サービスの種類

計 1,908 1,597,216 2,066 1,639,868 2,182 1,717,672 274

10 187 10 196 14 275 4

288 38,220 303 39,375 312 40,531 24

計画相談
支援

①計画相談支援（障がい者）
②障害児相談支援（障がい児）

593 21,041 646 25,867 689 37,221 96

障害児
通所支援

①児発達支援②医療型児童発達支援
③保育所等訪問支援④放課後等デイサービス
⑤高額障害児通所給付費

67 92,701 90 115,549 98 125,910 31

障害福祉
サービス

①居宅介護②重度訪問介護③同行援護
④療養介護⑤生活介護⑥短期入所
⑦施設入所支援⑧自立訓練⑨就労移行支援
⑩就労継続支援⑪就労定着支援
⑫共同生活援助
⑬高額障害福祉サービス給付費

950 1,445,067 1017 1,458,881 1069 1,513,735 119

金　額 延べ人数 金　額 延べ人数 金　額 延べ人数

◇障害福祉サービス等の種類と利用状況

平成30年度
当初①

平成30年度
実績見込

平成31年度
当初②

延べ人数
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3 款 1 項 6 目 11 事業

課所名：健康福祉部　地域包括支援センター　

【31年度】 千円

※高齢者生活支援サービス事業納付金

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標） 　

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

見直し

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　高齢者福祉の充実　 (施策)　高齢者の暮らしを支える体制の充実 　(基本事業)　生活支援サービスの充実・強化

『事業名』 高齢者生活支援サービス事業費

22,904 千円【30年度】 34,635 千円【増減額】 △ 11,731

※31年度事業費の財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

・各事業において一定の成果が得られており、今後も継続的に実施していく必要がある。
・高齢者又は高齢者を抱える家族にとっては、当該事業により、精神的・経済的負担の軽減や
　介護予防等の効果があり、需要は増加または横ばいで推移している。

　●各事業の実績と成果については、別添のとおり。

・高齢者の見守り、生活支援、介護予防、家族支援等について、７つの事業を実施している。
・当事業と地域支援事業を常に比較検討し、高齢者にとって最適なサービスを提供できるように、
　関係機関等と協議しながら進めていく。

　●事業概要（詳細は別添のとおり）

17,300 2,012 3,592

　高齢者の自立生活の継続と生活の質の確保ができるよう、高齢者やその家族に対し、介護予防・
生活支援・家族介護支援等の多様な福祉サービスを提供する。

　●各事業の目標については、別添のとおり。

・高齢者及びや高齢者のみ世帯の増加を背景に、福祉サービスへのニーズは多様化しており、
　ニーズに見合ったサービスの提供が求められる。
・介護保険制度改正により地域支援事業との関係性についても再考の時期に来ている。現行事業を
　そのまま継続していくのではなく、常に見直しを図りながら進めていく必要がある。

　●各事業の課題については、別添のとおり。

事　業　名 H30当初 H31当初 比較

①要介護者移送サービス事業 100 100 0

②軽度生活援助事業 6,752 7,261 509

③介護予防デイサービス事業 11,651 3,095 △ 8,556

④高齢者等相談支援事業 712 712 0

⑤緊急通報体制等整備事業 11,927 8,431 △ 3,496

⑥家族介護用品支給事業 1,290 1,102 △ 188

⑦家族介護慰労金支給事業 1,800 1,800 0

（郵便料） 403 403 0

計 34,635 22,904 △ 11,731
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⑤
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3 款 1 項 6 目 12 事業

(施策の大綱)　雪対策の強化

課所名：健康福祉部　地域包括支援センター　　　

【31年度】 千円

※高齢者等雪対策総合支援事業利用者負担金

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

■実績

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

■平成３１年度予算額

高齢者等雪対策総合支援事業費

(基本事業)　雪に対するセーフティーネットの整備・充実

・高齢者世帯等の在宅生活にかかる除雪経費の負担軽減のほか、雪下ろし事業所の割当等、降雪量に
　かかわらず冬期でも高齢者が安心して暮らせるよう取り組みを実施し、一定の成果を上げている。

12,868

59,141 千円【30年度】 △ 9,01568,156

事 業 説 明 書

(施策)　総合的な雪対策の推進

国庫支出金 県支出金 市債 その他

千円【増減額】

※31年度事業費の財源内訳

見直し

『事業名』

■助 成 率：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■利用決定後の体系

■対象世帯：70歳以上の高齢者等の世帯（ただし、生活保護世帯は除く）
　　　　　　※69歳以下は、障がい者手帳交付者、介護認定者、児童扶養手当受給者等が該当

一般財源

25,300 20,973

独力での除雪が困難な高齢者世帯等に対し、必要な支援を行うことにより、冬期間の在宅生活の安全確
保と福祉の向上に資することを目的する。

・利用者が高齢者であることから制度の周知を継続して行う必要がある。
・除雪の担い手が不足しており、特に間口等の除雪において担い手の確保が喫緊の課題である。

・少子高齢化に伴い、冬期における生活環境への多様なニーズに対応できるよう、今後も制度の
　検証を行い、円滑で効率的な支援となるよう改善しながら推進する。

≪31年度事業の概要≫

■助成対象：現住する家屋で、市と協定を締結する事業所が行う除雪にかかる費用(上限7万円）
■助成方法：除雪費用が課税状況に応じて割引となる利用券(1枚あたり1,000円)を70枚交付

②利用券⑤納付書

市
市
民

業
者

①除雪

③利用券(請求)

④除雪代金

⑥自己負担金均等割 40％ 400円 600円

所得割 10％ 100円 900円

課税状況 助成率
助成券１枚（1,000円）あたり

助成額 自己負担

非課税 70％ 700円 300円

計

市民負担

31,167千円

5,757千円

20,444千円

823千円

内容

道路除雪車が出動した日の間口の除雪費用への助成

住宅周りにかかる除雪費用への助成

雪下ろしにかかる費用への助成

59,141千円

10,189千円

2,198千円

8,586千円

0千円

0千円

20,973千円

2.住宅周り除雪

3.屋根雪下ろし

4.雪下ろしマッチング

950千円利用券印刷製本費、郵便料5.事務費

利用者に雪下ろし事業者を降雪前に割り当てるもの

－

市負担 予算額

20,978千円

3,559千円

11,858千円

823千円

－

区分

1.間口除雪

950千円

38,168千円

利用世帯

520世帯

230世帯

500世帯

600世帯

－

決算額

27,745,830円

5,939,200円

15,700,000円

1,098,440円

896,921円

54,306,891円

利用世帯

468世帯

270世帯

415世帯

519世帯

－

内容

道路除雪車が出動した日の間口の除雪費用への助成

住宅周りにかかる除雪費用への助成

雪下ろしにかかる費用への助成

利用者に雪下ろし事業者を降雪前に割り当てるもの

利用券印刷製本費、郵便料、臨時職員賃金他

計

平成29年度
区分

間口除雪

住宅周り除雪

屋根雪下ろし

雪下ろしマッチング

事務費

平成28年度
利用世帯 決算額

459世帯 19,104,900円

185世帯 2,850,500円

243世帯 6,533,000円

481世帯 1,116,180円

－ 910,314円

－ 30,514,894円

豪雪対策分 豪雪対応として、除雪費用への追加助成を実施 － － 187世帯 2,926,500円
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3 款 1 項 6 目 13 事業

課所名：健康福祉部　社会福祉課　　

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）
◆敬老会

◆長寿祝金

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）
◆敬老会

 ･･･①

 ･･･②

◆長寿祝金･･･

26,263

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

・来場者等へのアンケートを改めて実施し市民ニーズを把握した上で、今後の敬老の日事業について見直し
　を行っていく。

※31年度事業費の財源内訳

事 業 説 明 書

(基本事業)高齢者の楽しみ、生きがい、
健康、地域づくり(施策の大綱)高齢者福祉の充実 (施策)高齢者の暮らしを支える体制の充実

見直し

『事業名』 敬老の日事業費

26,263 千円【30年度】 39,793 千円【増減額】 △ 13,530

・高齢者の長寿を祝い、市民の敬老意識の涵養を図るとともに敬老会への参加を促し、高齢
　者の社会参加の機会を提供する。
　【目標数値：出席率 24.00％】
・高齢者の長寿を祝い、市民が高齢者福祉についての関心と理解を深めるとともに、敬意と
　感謝の意を表することを目的とする。

・今年度実施した市政評価アンケートでは、敬老会については、これまで通りの開催を望む声が
　多かったことから、31年度についても対象年齢を76歳以上とし、各地区の実施主体が立案、計
　画し実施する。対象者全員及び傘寿への記念品については、見直しにより廃止する。

年度内88歳到達者に1万円、100歳到達者に在宅、施設入所の区別なく一律10万円を贈呈する。

・高齢化が進むことにより、今後も敬老の日事業対象者増が見込まれている。市民のニーズを把握し敬老の
　日事業全体の見直しが必要である。

※総事業費(①+②+③)＝26,263千円

･･･②

○支給額及び対象者数推移 単位：円 単位：円

H29実績 H30実績見込 H31予算 前年比
1,600,000 2,800,000 4,500,000 -700,000

対象者(人) 8 14 対象者(人) 45 21
1,500,000 1,000,000

対象者(人) 15 10
13,700,000 16,980,000 7,680,000 -9,300,000

対象者(人) 685 849 対象者(人) 768 -81

支給額合計 16,800,000 20,780,000 支給額合計 12,180,000 ･･･③

88歳(@10,000円)

100歳在宅(@200,000円)

100歳施設(@100,000円)

　　　88歳(@20,000円)

100歳(@100,000円)

※在宅、施設入所の区分を廃止し
一律10万円贈呈

・対象者人数推移 単位：人 ・事業費推移 単位：円

H29実績 H30実績 H29実績 H30実績
対象者数 16,370 16,270 委託料 14,044,040 13,117,970
参加者数 3,914 3,683 記念品(対象者) 2,168,208 2,559,600
参加率 23.91% 22.64% 記念品(80歳) 938,280 836,114
祝金(88歳) 685 849 事務費 13,650 30,000
祝金(100歳) 23 見込（24） 合　計 17,164,178 16,543,684

・市内各地区の実行委員会、
　地区社会福祉協議会に委託
　し、敬老会式典、祝宴実施

・長寿祝金(88歳)　　　 　2万円
　　　　　　（100歳）在宅20万円
　　　　　　　　　　　 施設10万円

※主な変更点
・対象者全員記念品の廃止(手拭い）
　　　H30実績：2,559千円（@154円）

・傘寿記念品の廃止（湯飲み）
　　　H30実績：836千円（@826円）

○平成31年度事業費内訳
･委託料 単位：円

参加者賄い費 9,765,800 しおり・ｱﾝｹｰﾄ経費 1,542,780
準備経費 746,680 バス借上げ料 300,000
事務費 1,696,900 委託料合計 14,052,160
対象者 16,969人 ・事務費　　 30,000
参加数  4,073人
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3 款 1 項 6 目 20 事業

課所名：健康福祉部　地域包括支援センター　

【31年度】 千円

※介護予防・日常生活支援総合事業受託費

※介護予防計画作成費収入

※介護予防ケアマネジメント費

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標） 　

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

 ●各事業の実施内容と31年度以降の方針については、別添のとおり。

※31年度事業費の財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

・制度改正前の介護予防事業における各種活動を通じて、介護予防において一定の効果を得てい
る。

　●各事業の実績と成果については、別添のとおり。

・住民主体の介護予防活動を展開できる体制づくりが課題である。

　●各事業の課題については、別添のとおり。

60,452 0

　介護予防生活支援サービス事業：高齢者の自立生活維持のため、要支援者等に対して介護予防と
生活支援を実施。
　一般介護予防事業：機能回復訓練など高齢者本人へのアプローチに加えて、住民主体の介護予防
活動の育成・支援や、高齢者の社会参加の推進により介護予防を図る。

　●各事業の目標については、別添のとおり。

『事業名』 介護予防・日常生活支援総合事業費

60,452 千円【30年度】 42,196 千円【増減額】 18,256

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　高齢者福祉の充実　 (施策)　高齢者の暮らしを支える体制の充実 (基本事業)　介護予防・健康づくり

拡充

■介護予防・生活支援サービス事業 
【対  象】 
 ・要介護状態等となるおそれの高い 
  高齢者 
【各種事業】 
 ①訪問型サービスＡ単独型 
 ②訪問型サービスＣ 
 ③通所型サービスＡ単独型 
 ④通所型サービスＣ 
 ⑤介護予防ケアマネジメント 

■一般介護予防事業 
【対  象】 
 ・すべての高齢者とその活動に関わる方 

【各種事業】 

 ⑥さわやか教室 ⑦はつらつ教室 ⑧地域高齢者健康教室 
 ⑨介護予防普及啓発事業 ⑩出前講座         
 ⑪低栄養予防事業 ⑫介護予防手帳作成事業                   

 ⑬介護予防いきいき隊養成事業 ⑭自主グループ活動支援事業    
 ⑮元笑気パワーアップ教室 ⑯地域シニアくらぶ 
 ⑰地域介護予防活動支援事業  
 ⑱一般介護予防事業評価事業  
 

地域支援事業(介護保険法第115の45) 
 

 任意事業 包括的支援事業 介護予防・日常生活支援総合事業 

[ 市 ] 

 大曲仙北広域 
 市町村圏組合 

[ 介護保険者 ] 

市が受託 
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訪
問
サ
ー
ビ
ス
）

【
1,
68
5
千
円
】

専
門
職
に
よ
る
訪
問
リ

ハ
ビ
リ
を
短
期
集
中

的
（
３
～
６
ヶ
月
）
に

受
け
る
こ
と
に
よ

り
、
生
活
機
能
向
上
が

見
込
め
、
自
立
し
た

生
活
を
目
指
す
。

利
用
者
負
担
：
1割

（
高

所
得

者
は

2～
3割

）
委
託
単
価
：
7
,8
00
円

●
目
標
：
実
施
回
数
　

2
4
0回

【
新

規
】

介
護

予
防

・
生

活
支

援
の

充
実

の
た

め
、

サ
ー

ビ
ス

Ｃ
型

（
短

期
集

中
型

）
を

導
入

。

【
新

規
】

介
護

予
防

・
生

活
支

援
の

充
実

の
た

め
、

サ
ー

ビ
ス

Ｃ
型

（
短

期
集

中
型

）
を

導
入

。

介
護

予
防

・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

事
業
名

実
績

・実
績

見
込

要
支
援
者
等
に
対
し
、

現
行
の
訪
問
介
護
よ

り
緩
和
し
た
基
準
に
よ

る
訪
問
型
の
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
。

内
容
：
掃
除
・
洗
濯
・

ゴ
ミ
出
し
・
日
常
品

の
買
い
物
等

利
用
者
負
担
：
1割

（
高

所
得

者
は

2～
3割

）
委
託
単
価
：
1
,5
00
円

●
目
標
：
実
施
回
数
　

1
,
10

0
回

要
介

護
状

態
に

な
る

お
そ

れ
の

あ
る

高
齢

者
等

が
、

在
宅

生
活

を
継

続
す

る
手

段
と

し
て

有
効

な
事

業
で

あ
る

。
介
護

保
険

制
度

改
正

に
よ

り
、

全
国

一
律

で
は

な
く
、

地
域

の
実

情
に

合
わ

せ
て

設
備

・
人

員
等

の
基

準
を

定
め

る
こ

と
が

可
能

と
な

っ
た

。
介

護
人

材
不

足
へ

の
対

応
と

し
て

、
新

た
な

事
業

所
の

参
入

を
促

し
て

い
く

。

・ ・

① ③
要
支
援
者
等
に
対
し
、

現
行
の
通
所
介
護
よ

り
緩
和
し
た
基
準
に
よ

る
通
所
型
の
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
。

利
用
者
負
担
：
1割

（
高

所
得

者
は

2～
3割

）
委
託
単
価
：
2
,6
00
円
（
26

0
単
位
）
/回

●
目
標
：
実
施
回
数
　

5
,
40

0
回

・ ・ ・・ ・ ・ ・

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

Ａ
単
独
型

【
1,
46
4
千
円
】

・ ・ ・

通
所
型
サ
ー
ビ
ス

Ａ
単
独
型

【
12
,6
8
1千

円
】

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。

【
拡

充
】

将
来

の
介

護
人

材
不

足
へ

の
対

応
と

し
て

、
新

た
な

事
業

所
等

の
参

入
を

促
し

て
い

く
。

要
介

護
状

態
に

な
る

お
そ

れ
の

あ
る

高
齢

者
等

が
、

心
身

機
能

と
生

活
機

能
の

維
持

向
上

を
図

る
手

段
と

し
て

有
効

な
事

業
で

あ
る

。
介
護

保
険

制
度

改
正

に
よ

り
、

全
国

一
律

で
は

な
く
、

地
域

の
実

情
に

合
わ

せ
て

設
備

・
人

員
等

の
基

準
を

定
め

る
こ

と
が

可
能

と
な

っ
た

。
介

護
人

材
不

足
へ

の
対

応
と

し
て

、
新

た
な

事
業

所
の

参
入

を
促

し
て

い
く

。

・ ・

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9
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事
業
概
要
と
目
標

こ
れ

ま
で

の
成

果
と

今
後

の
課

題
、

方
向

性
31
年

度
事

業
の

概
要

介
護

予
防

・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

事
業
名

実
績

・実
績

見
込

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9

H
28

-

H
29

自
前

分
：7

65
件

委
託

分
：1

,8
54

件

H
30

〔見
込

〕
自

前
分

：1
,4

00
件

委
託

分
：4

,3
00

件

H
28

開
催

数
：3

ヶ
所

×
10

回
延

参
加

者
：5

74
人

H
29

開
催

数
：3

ヶ
所

×
10

回
延

参
加

者
：7

10
人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：3
ヵ

所
×

8回
延

参
加

者
：6

60
人

H
28

開
催

数
：4

回
実

参
加

者
：6

8人

H
29

開
催

数
：1

回
実

参
加

者
：1

5人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：1
回

実
参

加
者

：1
5人

H
28

開
催

数
：1

2回
延

参
加

者
：1

58
人

H
29

開
催

数
：1

2回
延

参
加

者
：1

86
人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：1
2回

延
参

加
者

：2
04

人

一 般 介 護 予 防 事 業

は
つ
ら
つ
教
室

【
22
4千

円
】

・ ・

さ
わ
や
か
教
室

【
11
2千

円
】

・ ・

介
護
予
防
と
運
動
習
慣

継
続
の
必
要
性
に
対

す
る
意
識
向
上
を
図
る

。
健
康
運
動
指
導
士
に
よ

る
教
室
の
展
開
。

●
目
標
：
延
参
加
者
数

2
5
0人

・ ・ ・

例
年

、
男

性
参

加
者

が
少

な
い

た
め

、
30
年

度
に

男
性
限

定
の

「
俺

た
ち

の
体

力
ア

ッ
プ

教
室

」
を

実
施

し
た

と
こ

ろ
申

込
数

が
定

員
超

え
と

な
り

、
ま

た
、

参
加

者
か

ら
の

反
応

も
好

評
で

あ
っ

た
。

平
成

24
年

度
か

ら
延

べ
21
地

域
で

開
催

し
、

事
業

目
的
で

あ
る

運
動

機
能

向
上

や
自

主
グ

ル
ー

プ
に

よ
る

運
動

習
慣

継
続

に
一

定
の

成
果

を
得

た
た

め
、

31
年

度
以

降
は

市
内

１
地

域
で

の
開

催
と

す
る

。
当
事

業
に

よ
り

発
足

し
、

自
主

的
に

活
動

し
て

い
る

団
体

（
9団

体
）

に
対

し
て

は
「

自
主

グ
ル

ー
プ

活
動
支

援
事

業
」

に
よ

り
支

援
を

継
続

す
る

。

⑦⑤
介

護
予
防
ケ
ア
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト

【
28
,7
1
5千

円
】

・
要
支
援
者
等
に
対
す
る

ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
行

い
、
そ
の
状
態
や
置
か

れ
て
い
る
環
境
等
に

応
じ
て
本
人
が
自
立
し

た
生
活
を
送
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
ケ
ア
プ

ラ
ン
を
作
成
す
る
。

●
目
標
：
目
標
量
の
設

定
は
適
さ
な
い
。

⑥

【
タ
ッ
チ
パ
ネ
ル
検
査

】
認
知
症
の
早
期
発
見
や

予
防
を
目
的
に
タ
ッ

チ
パ
ネ
ル
を
使
用
し
た

認
知
症
の
検
査
を
実

施
。

●
目
標
：
参
加
者
数
50

人

【タ
ッ

チ
パ

ネ
ル

検
査

】
・ ・

認
知

症
予

防
や

早
期

発
見

、
適

切
な

医
療

等
に

結
び

付
け

る
上

で
一

定
の

機
能

を
果

た
し

て
き

た
。

検
査

に
関

し
て

は
、

よ
り

多
く

の
人

に
受

け
て

も
ら

え
る

よ
う

周
知

す
る

と
と

も
に

、
検

査
結

果
に

よ
り

受
診

が
必

要
な

方
の

受
診

確
認

が
課

題
で

あ
る

。

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。

【
拡

充
】

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
の

増
加

に
対

応
し

、
適

切
な

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
実

施
し

て
い

く
。

介
護

が
必

要
な

状
態

に
な

る
こ

と
を

可
能

か
限

り
防

ぎ
、

も
し

要
介

護
状

態
に

な
っ

て
も

状
態

が
悪

化
し

な
い

よ
う

支
援

す
る

。
利
用

者
の

増
加

に
よ

り
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
量

が
増

加
傾

向
に

あ
る

。
適

切
な

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

実
施

に
向

け
て

、
効

率
的

な
人

員
配

置
と

人
材

育
成

等
が

課
題
。

・ ・

【
縮

減
】

開
催

数
を

厳
選

し
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
（

性
別

・
年

代
・

機
能

低
下

等
）

を
絞

る
。

【
予
防
教
室
】

適
切
な
医
療
及
び
介
護

予
防
に
結
び
つ
け
る

た
め
の
教
室
。

●
目
標
：
延
参
加
者
数

3
0
0人

【予
防

教
室

】

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9
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事
業
概
要
と
目
標

こ
れ

ま
で

の
成

果
と

今
後

の
課

題
、

方
向

性
31
年

度
事

業
の

概
要

介
護

予
防

・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

事
業
名

実
績

・実
績

見
込

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9

H
28

開
催

数
：6

2回
延

参
加

者
：1

,2
27

人

H
29

開
催

数
：5

9回
延

参
加

者
：1

,2
56

人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：6
0回

延
参

加
者

：1
,2

00
人

⑨
介

護
予
防
普
及
啓

発
事
業

【
30
4千

円
】

・ ・

Ｔ
ａ
ｋ
ｅ
10
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
普
及
啓
発
に
よ

る
、
ポ
ス
タ
ー
の
作
成

。
だ
い
せ
ん
お
口
の
体
操

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作

成
。

●
目
標
：
目
標
量
の
設

定
は
適
さ
な
い
。

－
・
事
務

事
業

評
価

の
対

象
事

業
で

は
な

い
。

－

H
28

開
催

数
：1

01
回

延
参

加
者

：1
,5

89
人

H
29

開
催

数
：3

7回
延

参
加

者
：9

95
人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：4
0回

延
参

加
者

：1
,0

00
人

H
28

受
診

者
：7

,0
18

人

H
29

受
診

者
：6

,9
81

人

H
30

〔見
込

〕
受

診
者

：7
,0

00
人

H
29

開
催

数
：4

回
延

受
講

者
数

：1
21

人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：4
回

延
受

講
者

数
：1

20
人

・

⑪
・

低
栄
養
予
防
事
業

【
2,
15
8
千
円
】

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。
・ ・ ・

６
５

歳
以

上
の

特
定

健
診

及
び

後
期

高
齢

者
健

診
受

診
時

に
、

血
清

ア
ル

ブ
ミ

ン
検

査
を

実
施

。
検

査
結

果
を

郵
送

し
、

血
清

ア
ル

ブ
ミ

ン
値

が
3.
5g
/d
l以

下
の

方
に

は
訪

問
し

フ
ォ

ロ
ー

を
行

う
。

配
食

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
へ

の
レ

タ
ー

通
信

に
つ

い
て
、

栄
養

士
か

ら
ア

ド
バ

イ
ス

を
も

ら
い

な
が

ら
内

容
の

充
実

を
図

る
。

低
栄

養
予

防
教

室
を

開
催

し
、

血
清

ア
ル

ブ
ミ

ン
検

査
対

象
者

以
外

に
も

、
地

域
に

広
く

栄
養

改
善

に
つ

い
て

の
知

識
の

普
及

を
図

る
。

血
清

ア
ル

ブ
ミ

ン
検

査
受

診
者

に
は

、
個

別
に

教
室

開
催

の
案

内
通

知
を

郵
送

し
、

栄
養

改
善

へ
の

動
機

付
け

の
機

会
と

す
る
。

⑩⑧

出
前
講
座

【
10
3千

円
】

地
域
高
齢
者

健
康
教
室

【
3,
43
0
千
円
】

・ ・ ・

市
民

の
介

護
予

防
意

識
の

向
上

と
地

域
で

の
自

主
的

な
予

防
活

動
の

推
進

の
た

め
に

、
専

門
職

に
よ

る
継

続
的

な
介

入
が

必
要

で
あ

る
。

地
区

特
性

を
踏

ま
え

た
介

護
予

防
の

普
及

啓
発

や
、

医
療

介
護

連
携

を
テ
ー

マ
に

し
た

教
室

展
開

も
検

討
課

題
と

な
る

。
健
康

増
進

セ
ン

タ
ー

や
公

民
館

等
と

の
連

携
を

継
続

し
て

図
り

な
が

ら
事

業
展

開
し

て
い

く
。

・ ・

要
望
の
あ
っ
た
地
域
団

体
に
、
介
護
予
防
に

資
す
る
講
師
等
を
派
遣

し
、
介
護
予
防
に
関

す
る
学
習
会
を
開
催
。

●
目
標
：
開
催
回
数
40

回

・ ・

自
治

会
、

老
人

ク
ラ

ブ
、

及
び

地
域

団
体

等
か

ら
の

依
頼

が
固

定
化

さ
れ

、
依

頼
回

数
が

減
少

。
講
座

内
容

の
要

望
に

合
わ

せ
て

、
介

護
予

防
い

き
い

き
隊

の
活

動
の

場
と

し
て

も
活

か
し

て
い

き
た

い
。

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。
一 般 介 護 予 防 事 業

各
地
域
で
健
康
教
室
を

開
催
し
、
介
護
予
防

意
識
の
向
上
、
生
活
機

能
低
下
の
防
止
を
図

る
。

公
民
館
、
社
会
福
祉
協

議
会
、
健
康
増
進
セ

ン
タ
ー
事
業
と
連
携
。

健
康
運
動
指
導
士
を
雇

用
し
、
介
護
予
防
へ

の
普
及
啓
発
及
び
自
主

的
活
動
の
推
進
を
図

る
。

●
目
標
：
開
催
回
数
60

回

【ア
ル

ブ
ミ
ン

検
査

】

【低
栄

養
予

防
教

室
】

下
記
の
事
業
を
実
施
す

る
こ
と
に
よ
り
、
高

齢
者
に
必
要
と
さ
れ
る

栄
養
改
善
の
理
解
を

深
め
、
介
護
状
態
に
な

る
こ
と
を
予
防
す

る
。

①
低
栄
養
予
防
教
室
の

開
催

●
目
標
：
各
地
域
で
合

計
４
教
室
開
催

②
配
食
サ
ー
ビ
ス
利
用

者
へ
の
レ
タ
ー
通
信

●
目
標
：
全
配
食
利
用

者
へ
年
4
回
栄
養
改

善
に
向
け
た
普
及
啓
発

の
実
施

③
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
の

作
成

④
ア
ル
ブ
ミ
ン
検
査
の

実
施

●
目
標
：
③
④
は
目
標

量
の
設
定
は
適
さ
な

い
。

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9
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事
業
概
要
と
目
標

こ
れ

ま
で

の
成

果
と

今
後

の
課

題
、

方
向

性
31
年

度
事

業
の

概
要

介
護

予
防

・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

事
業
名

実
績

・実
績

見
込

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9

⑫
介

護
予
防
手
帳

作
成
事
業

【
98
千
円
】

・
一
般
介
護
予
防
事
業
や

住
民
主
体
の
サ
ロ
ン

や
セ
ル
フ
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
等
で
必
要
な
方
に

向
け
作
成
し
、
配
布
す

る
。

●
目
標
：
目
標
量
の
設

定
は
適
さ
な
い
。

－
・ ・

一
般

介
護

予
防

事
業

や
住

民
主

体
の

サ
ロ

ン
で

セ
ル

フ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
を

実
施

す
る

。
目
標

に
向

か
っ

て
行

動
変

容
意

識
を

形
成

す
る

た
め

に
効

果
的

な
事

業
で

あ
る

。

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。

H
28

年
間

登
録

者
：1

9人
累

計
登

録
者

：1
19

人

H
29

年
間

登
録

者
：1

2人
累

計
登

録
者

：1
43

人

H
30

〔見
込

〕
年

間
登

録
者

：2
1人

累
計

登
録

者
：1

64
人

H
28

-

H
29

支
援

団
体

：2
6団

体
支

援
回

数
：1

32
回

延
参

加
者

数
:1

,6
72

人

H
30

〔見
込

〕

支
援

団
体

：3
9団

体
支

援
回

数
：3

00
回

延
参

加
者

数
:3

,0
00

人

H
28

-

H
29

開
催

数
：3

地
域

×
10

回
延

参
加

者
数

：3
20

人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：3
地

域
×

10
回

延
参

加
者

数
：4

80
人

H
28

-

H
29

開
催

数
：6

団
体

×
5回

延
参

加
者

： 
39

0人

H
30

〔見
込

〕
開

催
数

：6
団

体
×

5回
延

参
加

者
： 

37
0人

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。

機
能
低
下
の
見
ら
れ
る

人
を
対
象
と
し
、
運

動
機
能
及
び
口
腔
機
能

向
上
に
資
す
る
メ

ニ
ュ
ー
を
提
供
す
る
教

室
を
開
催
し
て
、
介

護
予
防
を
促
進
す
る
。

●
目
標
：
1地

域
×
1
0回

　
　
　
　
延
べ
参
加
者

数
10

0
人

・
委
託

事
業

所
と

地
域

と
の

密
着

性
が

薄
く

、
会

場
確

保
お

よ
び

参
加

者
募

集
が

課
題

で
あ

っ
た

た
め

、
平

成
31
年

度
か

ら
直

営
に

よ
り

実
施

す
る

。
教
室

終
了

後
も

、
参

加
者

が
継

続
し

て
介

護
予

防
活

動
に

取
り

組
む

こ
と

が
重

要
で

あ
る

た
め

、
自

主
グ

ル
ー

プ
育

成
に

向
け

た
支

援
を

行
う

。

⑭

元
笑
気
パ
ワ
ー

ア
ッ
プ
教
室

【
16
3千

円
】

・ ・

自
主
グ
ル
ー
プ

活
動
支
援
事
業

【
13
0千

円
】

⑯
・ ・

地
域
シ
ニ
ア

く
ら
ぶ

【
2,
63
2
千
円
】

終
了

後
地

域
の

通
い

の
場

や
サ

ロ
ン

と
し

て
活

動
を

継
続

し
た

際
に

は
運

動
の

実
施

が
容

易
に

で
き

る
よ

う
に

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

検
討

し
て

い
く

。
継
続

実
施

の
た

め
の

適
切

な
会

場
の

確
保

お
よ

び
介

護
予

防
い

き
い

き
隊

の
支

援
量

と
支

援
内

容
が

課
題

と
な

る
。

・ ・

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。

・ ・

活
動

へ
の

意
識

づ
け

を
図

る
た

め
、

養
成

講
座

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

見
直

し
、

グ
ル

ー
プ

ワ
ー

ク
を

増
や

し
た

。
運
動

支
援

の
で

き
る

登
録

者
向

け
の

研
修

を
実

施
し

て
お

り
、

自
主

サ
ー

ク
ル

等
で

の
支

援
で

協
力

を
も

ら
っ

て
い

く
。

ま
た

い
き

い
き

隊
員

の
活

動
に

も
温

度
差

が
あ

る
た

め
今

後
の

活
動

意
思

確
認

を
含

め
た

ア
ン

ケ
ー

ト
を

年
度

末
に

と
り

、
活

動
に

活
か

し
て

い
く

。

徒
歩
で
通
え
る
場
所
で

運
動
機
能
向
上
を
取

り
入
れ
た
教
室
を
開
催

後
、
自
主
活
動
を
支

援
す
る
。

町
内
会
、
老
人
ク
ラ
ブ

、
サ
ー
ク
ル
仲
間

等
、
小
グ
ル
ー
プ
単
位

で
1地

域
５
回
教
室

を
開
催
す
る
。

●
目
標
：
6団

体
×
5
回

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。
介

護
予
防
い
き

い
き
隊
養
成
事
業

【
24
3千

円
】

⑬
・ ・

市
の
介
護
予
防
事
業
へ

の
協
力
や
地
域
で
の

自
主
的
介
護
予
防
活
動

を
サ
ポ
ー
ト
す
る
人

材
（
い
き
い
き
隊
）
を

養
成
。

い
き
い
き
隊
に
対
し
て

、
介
護
予
防
事
業
参

加
へ
の
促
進
と
ス
キ
ル

ア
ッ
プ
研
修
の
開

催
。

●
目
標
：
年
間
登
録
者

数
15

人
　
　
　
　
累
計
登
録
者

数
17

9
人

一 般 介 護 予 防 事 業

⑮
【

縮
減

】
開

催
数

を
厳

選
し

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト

（
性

別
・

年
代

・
機

能
低

下
等

）
を

絞
る

・ ・

各
教
室
終
了
団
体
が
自

主
活
動
を
積
極
的
に

継
続
で
き
る
よ
う
、
保

健
師
・
健
康
運
動
指

導
士
が
現
地
で
指
導
す

る
。

適
正
な
リ
ー
ダ
ー
の
育

成
、
自
発
性
の
醸
成

お
よ
び
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

へ
の
適
切
な
活
動
支

援
。

●
目
標
：
20
団
体
×
5回

地
域

の
仲

間
と

運
動

等
の

介
護

予
防

活
動

を
継

続
し

た
い

と
い

う
個

々
の

思
い

を
団

体
の

自
発

的
・

主
体

的
活

動
に

発
展

さ
せ

て
い

く
こ

と
と

、
介

護
予

防
い

き
い

き
隊

の
支

援
頻

度
お

よ
び

終
了

の
見

極
め

が
課

題
で

あ
る

。
活
動

の
継

続
が

長
期

的
に

な
る

と
内

容
的

に
マ

ン
ネ

リ
化

傾
向

と
な

る
た

め
、

運
動

レ
ベ

ル
に

合
わ

せ
た

タ
イ

ム
リ

ー
な

指
導

の
実

施
が

求
め

ら
れ

る
。

・ ・

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9

4-15



事
業
概
要
と
目
標

こ
れ

ま
で

の
成

果
と

今
後

の
課

題
、

方
向

性
31
年

度
事

業
の

概
要

介
護

予
防

・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

事
業
名

実
績

・実
績

見
込

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9

H
28

-

H
29

利
用

者
数

：2
02

人
延

利
用

者
数

：6
,4

42
人

H
30

〔見
込

〕
利

用
者

数
：2

12
人

延
利

用
者

数
：6

,5
00

人

H
28

-

H
29

利
用

者
数

：9
6人

延
利

用
者

数
：6

80
人

H
30

〔見
込

〕

利
用

者
数

：1
21

人
延

利
用

者
数

：9
90

人

H
30

〔見
込

〕
-

⑱
一

般
介
護
予
防
事

業
評
価
事
業

【
50
千
円
】

・
一
般
介
護
予
防
事
業
の

評
価
を
行
い
、
そ
の

結
果
に
基
づ
き
事
業
の

実
施
方
法
等
の
改
善

を
図
る
。

●
目
標
：
目
標
量
の
設

定
は
適
さ
な
い
。

－
・
事
務

事
業

評
価

の
対

象
事

業
で

は
な

い
。

－

※
教
室
等
参
加
者
保
険
料
別
途
16
5千

円

一 般 介 護 予 防 事 業

・ ・

地
域
介
護
予
防
活

動
支
援
事
業

【
3,
73
5
千
円
】

⑰ の 1

【自
立

の
デ

イ
サ

ロ
ン

】
地
域
で
生
活
し
て
い
る

高
齢
者
が
介
護
予
防

に
資
す
る
活
動
を
通
じ

て
生
き
が
い
づ
く
り

や
心
身
機
能
の
維
持
向

上
で
き
る
よ
う
に
支

援
す
る
。

事
業
者
に
対
し
、
活
動

支
援
費
と
し
て
利
用

者
1
人
あ
た
り
30
0～

50
0
円
を
助
成
す
る
。

●
目
標
：
利
用
者
数
36

0
人

介
護

予
防

に
資

す
る

活
動

を
地

域
で

展
開

す
る

各
組

織
を

育
成

、
支

援
す

る
こ

と
に

よ
り

、
介

護
予

防
の

普
及

啓
発

が
期

待
で

き
る

事
業

で
あ

る
。

現
在

は
モ

デ
ル

事
業

と
し

て
委

託
に

よ
り

事
業

を
実

施
し

て
い

る
が

、
運

営
費

補
助

へ
の

移
行

を
検

討
す

る
。

・ ・

【い
き

い
き

サ
ロ

ン
】

現
状

の
ま

ま
事

業
を

継
続

す
る

。

H
29

　
（参

考
）高

齢
者

の
趣

味
・ス

ポ
ー

ツ
・通

い
の

場
活

動
調

査

⑰ の 2

地
域
介
護
予
防
活

動
支
援
事
業
（
介

護
予
防
・
通
い
の

場
づ
く
り
助
成
）

【
58
0千

円
】

・ ・ ・

目
的
：
住
民
主
体
の
活

動
を
支
援
し
、
誰
で

　
　
　
も
参
加
で
き
る

介
護
予
防
の
場
の
増

　
　
　
設
に
つ
な
げ
る

対
象
：
高
齢
者
サ
ロ
ン

や
介
護
予
防
体
操
等

　
　
　
を
、
月
1回

以
上
、
年
間
を
通
じ
て

　
　
　
開
催
し
、
地
域

住
民
の
参
加
を
広
く

　
　
　
呼
び
か
け
る
団

体
又
は
個
人

助
成
：
開
催
回
数
×
1,

0
0
0円

　
　
　
　
　
　
　
（
年

間
上
限
4
8,

0
0
0円

）
　
　
　
＋
立
ち
上
げ
支

援
10

,
00

0
円

●
目
標
：
参
加
者
の
増

加
20

0
人

・ ・

新
し

い
総

合
事

業
の

コ
ン

セ
プ

ト
は

「
地

域
づ

く
り
」

で
あ

る
。

住
民

主
体

の
自

主
的

な
介

護
予

防
活

動
や

、
助

け
合

い
に

よ
る

生
活

支
援

の
充

実
を

目
的

に
、

自
主

的
に

互
助

活
動

を
行

う
団

体
の

、
立

ち
上

げ
や

活
動

充
実

を
支

援
す

る
も

の
。

事
業

期
間

は
２

年
間

と
し

、
老

人
福

祉
計

画
及

び
介

護
保

険
事

業
計

画
の

見
直

し
と

合
わ

せ
て

、
事

業
評

価
を

行
う

。

【
新

規
】

介
護

予
防

・
生

活
支

援
の

充
実

の
た

め
、

サ
ー

ビ
ス

Ｂ
型

（
住

民
主

体
に

よ
る

要
支

援
者

ケ
ア

）
へ

の
発

展
を

視
野

に
左

記
事

業
を

実
施

す
る

。

　
活
動
頻
度

団
体
数

参
加
者
数

週
１
回
以
上

24
52

8

月
２
～
３
回

17
31

7

月
１
回

20
32

4

計
61

1,
16

9
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3 款 1 項 6 目 22 事業

課所名：健康福祉部　地域包括支援センター　

【31年度】 千円

※包括的支援事業受託費

※配食サービス事業納付金

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標） 　

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　高齢者福祉の充実　 (施策)　高齢者の暮らしを支える体制の充実
(基本事業) 地域包括ケアシステムの構築、認知症施策
　　　　　 の推進、生活支援サービスの充実・強化

継続

『事業名』 包括的支援事業・任意事業費

39,003 千円【30年度】 39,700 千円【増減額】 △ 697

※31年度事業費の財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

●各事業の今後の方向性と31年度の概要については、別添のとおり。

・介護保険制度上に位置づけられた各種事業の実施により、高齢者が住み慣れた地域で継続して
　生活できるように支援することにおいて一定の効果を得ている。
●各事業の実績と成果については、別添のとおり。

・介護保険法改正により、平成27年度から包括的支援事業の中に社会保障充実分が追加され、地域
　包括支援センターの強化、医療と介護の連携推進、生活支援サービスの充実、認知症施策の推進
　等に対して、より充実した機能を発揮するような事業の展開が求められている。
●各事業の課題については、別添のとおり。

39,003

　包括的支援事業は、地域住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な支援を包括的に行うこ
とを目的とする。
　任意事業は、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくために
必要な支援を行うことを目的とする。
●各事業の目標については、別添のとおり。

地域支援事業(介護保険法第115の45) 
 

 
任意事業 包括的支援事業 

■任意事業 

【主な事業内容】 
 ・介護方法の指導や現に介護をする者への支援。 
 ・高齢者が地域において自立した生活を継続させ 
  るための事業の実施。 
 
【各種事業】 

 ⑨家族介護教室事業  ⑩認知症行方不明者ＳＯＳ 

 ネットワーク事業  ⑪認知症関連啓発推進事業  

 ⑫家族介護者交流事業  ⑬家族介護用品支給事業   

 ⑭成年後見制度利用支援事業  ⑮住宅改修事業理 

 由書作成手数料  ⑯認知症サポーター等養成事業 
 ⑰生活援助員派遣事業  ⑱配食サービス事業 

  
  

■包括的支援事業 

【主な事業内容】 

  ・地域のケアマネジメントを総合的に行う 

  ための事業の実施。 

 

【各種事業】・・・運営費分 

 ①総合相談支援事業 
 ②権利擁護事業 
 ③包括的、継続的ケアマネジメント支援事業  
 
【各種事業】・・・社会保障充実分 

 ④在宅医療・介護連携推進事業 

  ⑤生活支援体制整備事業 
 ⑥認知症初期集中支援推進事業 
 ⑦認知症地域支援・ケア向上事業   
 ⑧地域ケア会議推進事業 

[ 介護保険者 ] 

介護予防・日常生活支援総合事業 

[ 市 ] 

 大曲仙北広域 
 市町村圏組合 

[ 介護保険者 ] 

市が受託 
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事
業

概
要
と
目
標

こ
れ

ま
で

の
成

果
と

今
後

の
課

題
、

方
向

性
31
年

度
事

業
の

概
要

H
28

延
相
談
件
数
：7
,6
05
件

H
29

延
相
談
件
数
：6
,5
13
件

H
30

〔見
込
〕
延
相
談
件
数
：6
,5
00
件

H
28

学
習
会
、
情
報
交
換

　
延
参
加
者
：3
79
人

H
29

学
習
会
、
情
報
交
換

　
延
参
加
者
：2
29
人

H
30

〔見
込
〕
学
習
会
、
情
報
交
換

　
延
参
加
者
：2
80
人

H
29

・ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
：

　
医
療
機
関
92
ヵ
所

　
介
護
機
関
19
8ヵ
所

・『
医
療
と
介
護
の
資
源
情

報
一
覧
』：
34
8機

関
へ
配

布 ・職
種
別
研
修
会
（
薬
剤

師
・
介
護
支
援
専
門
員
）
：参

加
者
35
人

H
30

〔見
込
〕

・相
談
件
数
：延

べ
40
件

・職
種
別
研
修
会
：参

加
者
16
0人

・ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（市

民
）：
25
0人

包 括 的 支 援 事 業 費 （ 社 会 保 障 充 実 分 ）

・ ・ ・ ・ ・

医
療

と
介

護
の

連
携

に
関
す
る
職
種
別
課
題

解
決

に
向

け
た

対
応

策
の
実
施
。

医
療

介
護

連
携

に
関

す
る
相
談
支
援
。

多
職

種
の

顔
の

見
え

る
関
係
作
り
の
構
築
及

び
職

種
の

理
解

を
深

め
る
た
め
の
研
修
会
の

開
催

。
在

宅
療

養
に

つ
い

て
講
演
会
や
セ
ミ
ナ
ー
等

を
開

催
し

市
民

へ
の

普
及
啓
発
に
努
め
る
。

二
次

医
療

圏
域

に
お

け
る
連
携
体
制
の
推
進

●
目

標
：

目
標

量
の

設
定
は
適
さ
な
い
。

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

包
括

的
支

援
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

介
護
支
援

専
門

員
の

資
質

向
上

等
に

寄
与

し
て

き
た

。
上
記
取
組

み
や

情
報

提
供

、
困

難
ケ

ー
ス

へ
の

支
援

等
を
実
施
す

る
た

め
に

も
、

今
後

は
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築
を
含
め

た
よ

り
よ

い
支

援
体

制
の

構
築

を
図

る
。

今
後
も
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
連

絡
協

議
会

に
加

入
し
、
地
域

包
括

ケ
ア

推
進

の
た

め
、

国
・

県
の

動
向

に
つ
い
て
情

報
提

供
を

得
た

り
、

他
の

市
町

村
の

実
施

状
況
を
参
考

に
し

て
い

く
。

体
制

を
強

化
し

な
が

ら
事

業
を

継
続

す
る

。

地
域
の
高

齢
者

の
様

々
な

相
談

に
対

応
す

る
機

関
と

し
て
、
一
定

の
機

能
を

果
た

し
て

き
た

。
各
種
機
関

と
の

連
携

強
化

を
図

る
と

と
も

に
、

職
員

個
々
の
資

質
向

上
を

図
る

。

体
制

を
強

化
し

な
が

ら
事

業
を

継
続

す
る

。

③
包

括
的

、
継

続
的

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
支

援
事

業
【

28
8千

円
】

介
護

支
援

専
門

員
と

関
係
機
関
と
の
連
携
。

介
護

支
援

専
門

員
が

抱
え
る
問
題
へ
の
支

援
、

困
難

事
例

へ
の

指
導
、
助
言
、
情
報
提

供
の

実
施

。
ケ

ア
マ

ネ
学

習
会

の
開
催
。
ケ
ア
マ
ネ
通
信

の
月

1
回

発
行

。
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ
ー
連
絡
協
議
会
研
修

関
係

を
当

該
事

業
に

計
上
。

●
目

標
：

目
標

量
の

設
定
は
適
さ
な
い
。

① 　 ②

総
合

相
談

支
援

事
業

権
利

擁
護

事
業

【
22

3千
円

】

高
齢

者
や

そ
の

家
族

の
相
談
を
受
け
適
切
な

サ
ー

ビ
ス

に
つ

な
げ

る
。

内
容

に
よ

っ
て

サ
ー

ビ
ス
や
制
度
に
関
す
る

情
報

提
供

、
関

係
機

関
へ
の
取
次
ぎ
を
行

う
。

虐
待

防
止

啓
発

パ
ン

フ
レ
ッ
ト
作
成
。

●
目

標
：

目
標

量
の

設
定
は
適
さ
な
い
。

事
業

名
実
績
・実

績
見
込

・ ・ ・

包 括 的 支 援 事 業 費 （ 運 営 費 分 ）

・ ・ ・ ・

在
宅

医
療

・
介
護

連
携

推
進

事
業

【
6,

60
3
千

円
】

④
平
成
30
年

4月
に

在
宅

医
療

・
介

護
連

携
を

支
援

す
る

拠
点
と
し
て

「
在

宅
医

療
介

護
連

携
支

援
セ

ン
タ

ー
」

を
開
設
。

地
域
包
括

ケ
ア

推
進

会
議

内
に

、
医

師
・

薬
剤

師
・

ケ
ア
マ
ネ
等

に
よ

る
「

医
療

介
護

連
携

部
会

」
を

設
置

し
、
切
れ

目
の

な
い

医
療

・
介

護
連

携
体

制
の

構
築

と
、
医
療

介
護

連
携

の
課

題
解

決
に

向
け

て
取

り
組

ん
で
い
く
。

今
後
は
、

多
職

種
協

働
に

よ
り

在
宅

医
療

・
介

護
を

一
体
的
に
提

供
で

き
る

体
制

に
つ

い
て

、
二

次
医

療
圏

域
も
含
め
て

構
築

し
て

い
く

。
地
域
住
民

に
対

し
て

在
宅

療
養

へ
の

理
解

を
深

め
る

た
め
の
普
及

啓
発

活
動

を
実

施
す

る
。

体
制

を
強

化
し

な
が

ら
事

業
を

継
続

す
る

。
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事
業

概
要
と
目
標

こ
れ

ま
で

の
成

果
と

今
後

の
課

題
、

方
向

性
31
年

度
事

業
の

概
要

包
括

的
支

援
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

事
業

名
実
績
・実

績
見
込

H
29

協
議
体
会
議
：

　
第
1層

　
4回

　
第
2層

　
8地

域
×
2回

担
い
手
養
成
研
修
：

　
　
　
　
　
　
　
修
了
2
7人

地
域
包
括
ｹ
ｱ
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
講

演
会
：参

加
15
0人

H
30

〔見
込
〕

協
議
体
会
議
：

　
第
1層

　
2回

　
第
2層

　
8地

域
×
2回

担
い
手
養
成
研
修
：

　
　
　
　
　
　
　
修
了
2
5人

地
域
包
括
ｹ
ｱ
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
講

演
会
：参

加
25
0人

⑥
認

知
症

初
期

集
中

支
援

推
進

事
業

【
4,

17
2
千

円
】

・ ・

「
認

知
症

初
期

集
中

支
援
推
進
チ
ー
ム
」
を

設
置

し
、

医
療

機
関

へ
の
受
療
支
援
の
ほ

か
、

身
体

ケ
ア

、
生

活
環
境
の
改
善
、
介
護

サ
ー

ビ
ス

利
用

に
向

け
た
調
整
、
家
族
介
護

者
へ

の
支

援
等

、
自

立
生
活
継
続
に
向
け
た

包
括

的
支

援
を

実
施

す
る
。

市
の

認
知

症
施

策
部

会
に
「
認
知
症
初
期
集

中
支

援
チ

ー
ム

検
討

委
員
会
」
を
設
置
し
、

活
動

状
況

の
検

討
や

支
援
の
充
実
を
図
る
。

●
目

標
：

目
標

量
の

設
定
は
適
さ
な
い
。

H
30

〔見
込
〕
支
援
者
数
：6
人

検
討
委
員
会
：2
回

・ ・ ・

平
成
30
年

4月
に

市
立

大
曲

病
院

に
｢認

知
症

初
期

集
中

支
援
チ
ー

ム
｣を

設
置

。
こ

れ
ま

で
に

2名
の

支
援

を
終

え
、
い
ず

れ
も

早
期

に
専

門
科

受
診

や
介

護
サ

ー
ビ

ス
に
結
び
つ

い
た

こ
と

で
、

安
全

に
在

宅
生

活
が

継
続

さ
れ
て
い
る

。
事
業
周
知

が
課

題
で

あ
る

た
め

、
関

係
団

体
へ

の
説

明
会
の
ほ
か

、
広

報
や

Ｆ
Ｍ

ラ
ジ

オ
に

よ
り

地
域

住
民

へ
の
周
知
を

図
っ

て
い

く
。

現
状
で
は

面
積

・
人

口
に

対
し

て
チ

ー
ム

数
が

少
な

い
た
め
、
チ

ー
ム

増
設

に
よ

り
、

市
全

体
を

厚
く

カ
バ

ー
し
て
い
く

。

体
制

を
強

化
し

な
が

ら
事

業
を

継
続

す
る

。

包 括 的 支 援 事 業 費 （ 社 会 保 障 充 実 分 ）

・ ・ ・ ・

生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

【
9,

39
0
千

円
】

⑤
平
成
28
年

度
に

大
仙

市
全

体
に

つ
い

て
協

議
す

る
第

１
層
協
議
体

を
設

置
。

29
年

度
に

生
活

圏
に

密
接

し
た

連
携
強
化
を

図
る

た
め

、
第

2層
協

議
体

を
旧

市
町

村
ご

と
に
設
置
し

た
。

協
議
体
と

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
活

動
に

よ
り
「
高
齢

者
サ

ロ
ン

」
と

「
移

動
販

売
」

の
マ

ッ
チ

ン
グ
に
よ
る

「
高

齢
者

の
買

い
物

支
援

」
な

ど
、

当
事

業
に
よ
り
、

高
齢

者
ニ

ー
ズ

に
応

え
た

新
た

な
生

活
支

援
サ
ー
ビ
ス

が
創

出
さ

れ
て

い
る

。
地
域
に
お

け
る

介
護

予
防

活
動

の
促

進
と

、
共

助
・

互
助
に
よ
る

支
え

合
い

体
制

の
整

備
を

主
題

と
し

て
当

事
業
を
実
施

す
る

。

・ ・ ・

体
制

を
強

化
し

な
が

ら
事

業
を

継
続

す
る

。
共

助
や

互
助

に
よ

る
生
活
支
援
・
介
護
予
防

活
動

の
創

出
の

た
め

、
協
議
体
と
生
活
支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
設
置
。

協
議

体
：

高
齢

者
の

生
活
支
援
や
介
護
予
防

に
関

わ
る

個
人

・
団

体
（
自
治
会
・
民
生
委

員
等

）
の

情
報

共
有

や
連
携
強
化
を
図
る
。

生
活

支
援

ｺｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰﾀ
ｰ：

協
議
体
と
共
に
、

既
存

活
動

強
化

や
新

し
い
取
り
組
み
の
創
出

を
促

す
。

主
な

役
割

と
し
て

　
①

高
齢

者
の

困
り

事
を
把
握

　
②

地
域

に
不

足
す

る
サ
ー
ビ
ス
の
創
出

　
　

と
担

い
手

の
養

成
　

③
ニ

ー
ズ

と
サ

ー
ビ
ス
の
マ
ッ
チ
ン
グ

サ
ロ

ン
運

営
の

人
材

育
成
研
修
や
、
互
助
活

動
醸

成
の

た
め

の
講

演
会
を
開
催
。

●
目

標
：

目
標

量
の

設
定
は
適
さ
な
い
。
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事
業

概
要
と
目
標

こ
れ

ま
で

の
成

果
と

今
後

の
課

題
、

方
向

性
31
年

度
事

業
の

概
要

包
括

的
支

援
事

業
費

の
内

容
に

つ
い

て

事
業

名
実
績
・実

績
見
込

H
28

開
催
数
：1
2回

延
参
加
者
：4
5人

H
29

開
催
数
：1
2回

延
参
加
者
：5
2人

H
30

〔見
込
〕
開
催
数
：1
2回

延
参
加
者
：4
0人

H
28

支
援
件
数
：4
件

H
29

支
援
件
数
：5
件

H
30

〔見
込
〕
支
援
件
数
：9
件

H
28

個
別
会
議
：1
4回

地
域
ケ
ア
会
議
：8
4回

H
29

個
別
会
議
：3
回

地
域
ケ
ア
会
議
：7
6回

圏
域
別
ケ
ア
会
議
：4
回

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
会

議
：1
回

H
30

〔見
込
〕

個
別
ケ
ー
ス
検
討
：

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
2
00
件

地
域
ケ
ア
会
議
：7
2回

圏
域
別
ケ
ア
会
議
：1
2回

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
会

議
：2
回

包 括 的 支 援 事 業 費 （ 社 会 保 障 充 実 分 ）

【た
ん
ぽ
ぽ
の
会
】

【認
知
症
カ
フ
ェ
】

・ ・ ・ ・ ・

「
だ

い
せ

ん
支

え
あ

い
手
帳
」
の
普
及
。

「
認

知
症

地
域

支
援

推
進
員
」
を
設
置
し
、

認
知

症
施

策
を

推
進

。
「

認
知

症
施

策
検

討
部
会
」
を
設
置
し
、
他

職
種

連
携

に
よ

る
施

策
推
進
。

認
知

症
家

族
の

集
い

「
た
ん
ぽ
ぽ
の
会
」
の

開
催

。
平

成
2
8年

度
か

ら
「

認
知
症
カ
フ
ェ
」
開
催

団
体

に
対

す
る

支
援

を
実
施
。

●
目

標
：

た
ん

ぽ
ぽ

の
会
開
催
回
数
1
2回

　
　

　
　

認
知

症
カ

フ
ェ
支
援
件
数
8
件

・

体
制

を
強

化
し

な
が

ら
事

業
を

継
続

す
る

。
地

域
ケ

ア
会

議
推

進
事

業
【

32
0千

円
】

⑧
地

域
ケ

ア
会

議
に

よ
り
、
個
別
ケ
ー
ス
に
つ

い
て

多
職

種
や

住
民

で
検
討
を
行
う
こ
と
で

地
域

課
題

を
共

有
し

、
解
決
に
向
け
た
関
係

者
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築
や
資
源
開
発
・
施

策
化

を
推

進
。

●
目

標
：

目
標

量
の

設
定
は
適
さ
な
い
。

・
従
来
、
地

域
支

援
事

業
の

包
括

的
支

援
事

業
（

運
営

費
分
）
に
位

置
づ

け
ら

れ
て

き
た

が
、

平
成

27
年

度
か

ら
社
会
保
障

充
実

分
に

位
置

づ
け

ら
れ

た
。

大
仙
市
で

は
予

算
を

伴
わ

な
い

形
で

移
行

済
み

で
あ

っ
た
が
、
平

成
29
年

度
か

ら
当

該
事

業
で

実
施

し
て

お
り
、
今
後

も
強

化
を

図
っ

て
い

く
。

・ ・

認
知

症
地

域
支

援
・

ケ
ア

向
上
事

業 【
2,

00
5
千

円
】

⑦
高
齢
者
等

が
認

知
症

に
な

っ
て

も
本

人
の

意
思

が
尊

重
さ
れ
、
で

き
る

限
り

住
み

慣
れ

た
地

域
で

支
え

合
い

な
が
ら
暮
ら

し
て

い
け

る
よ

う
な

サ
ポ

ー
ト

体
制

を
構

築
し
て
い
く

。

体
制

を
強

化
し

な
が

ら
事

業
を

継
続

す
る

。
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事
業
概
要
と
目
標

こ
れ
ま
で
の
成
果
と
今
後
の
課
題
、
方
向
性

3
1
年
度
事
業
の
概
要

H
2
8
開
催
数
：
8
回

延
参
加
者
：
6
1
人

H
2
9
開
催
数
:8
回

延
参
加
者
：
5
5
人

H
3
0

〔
見
込
〕
開
催
数
:8
回

延
参
加
者
：
5
5
人

H
2
8
事
前
登
録
者
：
累
計
2
4
人

サ
ポ
ー
タ
ー
：
累
計
1
3
8
人

H
2
9
事
前
登
録
者
：
累
計
3
7
人

サ
ポ
ー
タ
ー
：
累
計
1
7
8
人

H
3
0

〔
見
込
〕
事
前
登
録
者
：
累
計
4
0
人

サ
ポ
ー
タ
ー
：
累
計
2
5
0
人

H
2
8

開
催
回
数
：
1
9
回

延
参
加
者
：
3
5
9
人

貸
出
回
数
：
1
9
回

延
利
用
者
：
1
5
6
人

H
2
9

開
催
回
数
：
1
0
回

延
参
加
者
：
1
8
5
人

貸
出
回
数
：
2
5
回

延
利
用
者
：
3
3
0
人

H
3
0

〔
見
込
〕

開
催
回
数
：
1
0
回

延
参
加
者
：
1
9
7
人

貸
出
回
数
：
1
4
回

延
利
用
者
：
3
0
8
人

H
2
8
ア
ク
セ
ス
数
：
5
,1
8
4
回

H
2
9
ア
ク
セ
ス
数
：
5
,6
5
0
回

H
3
0

〔
見
込
〕
ア
ク
セ
ス
数
:6
,0
8
7
回

認
知
症
予
防
に
対
す
る
普
及
啓
発
を
効
果
的
に
実
施
す
る
た

め
の
仕
組
み
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

貸
出
等
の
利
用
が
伸
び
悩
み
傾
向
に
あ
る
た
め
、
関
係
機
関

へ
の
P
R
等
の
周
知
が
必
要
で
あ
る
。

認
知
症
チ
ェ
ッ
カ
ー
は
、
新
聞
等
で
認
知
症
関
連
記
事
が
掲

載
さ
れ
れ
ば
、
急
に
ア
ク
セ
ス
件
数
が
増
え
る
が
、
こ
こ
最
近
は

３
0
0
件
／
月
前
後
の
件
数
と
な
っ
て
い
る
。

ア
ク
セ
ス
は
全
国
か
ら
あ
り
、
市
内
の
ア
ク
セ
ス
数
が
把
握
で
き

な
い
た
め
、
大
仙
市
民
の
関
心
度
の
把
握
が
難
し
い
。

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

【
認
知
症
チ
ェ
ッ
カ
ー
】

【
タ
ッ
チ
パ
ネ
ル
検
査
】

任
意
事
業
費
の
内
容
に
つ
い
て

事
業
名

実
績
見
込
等

⑨
家
族
介
護
教
室

事
業

【
2
4
0
千
円
】

・ ・

適
切
な
介
護
知
識
や
技
術
を
習
得
す
る
こ
と
等

を
内
容
と
し
た
教
室
の
開
催
。

社
会
福
祉
協
議
会
へ
委
託
。

●
目
標
：
開
催
回
数
8
回

任 意 事 業 費

【
タ
ッ
チ
パ
ネ
ル
検
査
】

認
知
症
に
お
け
る
早
期
発
見
・
早
期
治
療
の
重

要
性
と
認
知
症
を
正
し
く
理
解
し
て
も
ら
う
た
め
、

各
種
行
事
の
際
な
ど
に
タ
ッ
チ
パ
ネ
ル
検
査
を

実
施
す
る
。

平
成
2
7
年
度
よ
り
希
望
者
に
タ
ッ
チ
パ
ネ
ル
検

査
機
器
の
貸
出
し
を
実
施
し
て
い
る
。

●
目
標
：
検
査
回
数
2
0
回

　
　
　
　
　
機
器
貸
出
回
数
2
0
回

【
認
知
症
チ
ェ
ッ
カ
ー
】

平
成
2
7
年
度
よ
り
「
認
知
症
チ
ェ
ッ
カ
ー
」
を
導
入

し
、
認
知
症
予
防
に
対
す
る
普
及
啓
発
を
推
進

し
て
い
る
。

●
目
標
：
ア
ク
セ
ス
数
5
,0
0
0
回

・ ・ ・

在
宅
介
護
を
促
進
す
る
上
で
必
要
な
事
業
で
あ
る
。
ケ
ア
マ
ネ

通
信
等
の
情
報
ツ
ー
ル
を
活
用
し
な
が
ら
事
業
周
知
を
図
る
。

１
回
あ
た
り
の
参
加
者
数
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
従
来
の
旧
市
町

村
単
位
に
よ
る
開
催
を
再
考
す
る
必
要
が
あ
る
。

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

認
知
症
行
方
不

明
者
Ｓ
Ｏ
Ｓ
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
事
業

【
3
0
千
円
】

行
方
不
明
の
恐
れ
の
あ
る
認
知
症
高
齢
者
の
方

に
、
本
人
情
報
を
事
前
に
登
録
し
て
も
ら
う
。

行
方
不
明
者
の
発
見
に
可
能
な
範
囲
で
協
力
し

て
も
ら
う
「
Ｓ
Ｏ
Ｓ
サ
ポ
ー
タ
ー
」
へ
の
登
録
者
を

募
集
す
る
。

行
方
不
明
者
が
出
た
場
合
、
警
察
や
サ
ポ
ー

タ
ー
な
ど
と
連
携
し
て
、
早
期
発
見
の
一
助
を
担

う
。
●
目
標
：
サ
ポ
ー
タ
ー
数
累
計
３
０
０
人

・ ・ ・

認
知
症
高
齢
者
が
行
方
不
明
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
場
合
、
警
察

や
関
係
機
関
と
連
携
し
、
早
期
発
見
に
繋
げ
て
命
と
暮
ら
し
を

守
る
体
制
を
整
え
る
た
め
に
必
要
な
事
業
で
あ
る
。

「
Ｓ
Ｏ
Ｓ
サ
ポ
ー
タ
ー
」
へ
の
登
録
促
進
方
法
や
当
該
事
業
の
普

及
啓
発
等
が
課
題
と
な
る
。

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

⑩

・ ・ ・ ・

⑪
認
知
症
関
連

啓
発
推
進
事
業

【
1
0
6
千
円
】

・ ・ ・  ・
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事
業
概
要
と
目
標

こ
れ
ま
で
の
成
果
と
今
後
の
課
題
、
方
向
性

3
1
年
度
事
業
の
概
要

任
意
事
業
費
の
内
容
に
つ
い
て

事
業
名

実
績
見
込
等

H
2
8
参
加
者
：
7
4
人

H
2
9
参
加
者
：
5
5
人

H
3
0

〔
見
込
〕
参
加
者
：
5
5
人

H
2
8
利
用
枚
数
：
2
,8
4
4
枚

H
2
9
利
用
枚
数
：
2
,8
7
4
枚

H
3
0

〔
見
込
〕
利
用
枚
数
:2
,9
0
0
枚

H
2
8
市
長
申
立
：
0
件

報
酬
助
成
：
2
件

H
2
9
市
長
申
立
：
0
件

報
酬
助
成
：
1
件

H
3
0

〔
見
込
〕
市
長
申
立
：
1
件

報
酬
助
成
：
2
件

H
2
8
利
用
件
数
：
0
件

H
2
9
利
用
件
数
：
1
件

H
3
0

〔
見
込
〕
利
用
件
数
：
1
件

H
2
8
養
成
人
数
：
6
8
9
人

人
数
累
計
：
4
,7
8
4
人

H
2
9
養
成
人
数
：
2
4
5
人

人
数
累
計
：
5
,0
3
7
人

H
3
0

〔
見
込
〕
養
成
人
数
：
2
6
0
人

人
数
累
計
：
5
,2
9
6
人

・ ・ ・ ・

介
護
保
険
制
度
の
改
正
に
伴
い
、
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
の
養

成
に
関
す
る
事
業
が
独
立
し
て
表
記
さ
れ
て
お
り
、
当
該
分
野

が
国
家
戦
略
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

目
標
の
サ
ポ
ー
タ
ー
数
を
さ
ら
に
引
き
上
げ
、
認
知
症
に
関
す

る
普
及
啓
発
を
進
め
る
と
共
に
、
事
業
周
知
を
図
っ
て
い
く
。

認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
の
自
主
的
活
動
を
展
開
す
る
た
め
ス
テ
ッ

プ
ア
ッ
プ
講
座
の
開
催
も
検
討
し
て
い
く
。

小
中
学
生
の
養
成
講
座
開
催
に
向
け
、
教
育
委
員
会
と
の
協

議
を
始
め
て
い
る
。

住
宅
改
修
時
に
必
要
な
理
由
書
の
作
成
手
数

料
。

1
件
に
つ
き
2
,0
0
0
円
。

●
目
標
：
目
標
量
の
設
定
は
適
さ
な
い
。

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

⑯
認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー
等
養
成
事

業 【
1
8
5
千
円
】

・ ・

介
護
保
険
制
度
の
改
正
に
伴
い
、
「
認
知
症
高

齢
者
地
域
支
援
事
業
」
か
ら
「
認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー
等
養
成
事
業
」
へ
名
称
変
更
。

認
知
症
の
方
を
家
族
や
地
域
で
見
守
っ
て
い
く

た
め
に
、
認
知
症
へ
の
正
し
い
知
識
を
習
得
す

る
た
め
の
「
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
」
を

開
催
。

●
目
標
：
養
成
人
数
累
計
6
,2
0
0
人
以
上

⑮
住
宅
改
修
事
業

理
由
書
作
成

手
数
料

【
1
0
千
円
】

・
現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

・
要
介
護
4
又
は
5
の
高
齢
者
を
在
宅
介
護
し
て
る

非
課
税
世
帯
に
対
し
、
介
護
用
品
券
を
年
間
4
0

枚
(1
枚
1
,2
5
0
円
)交
付
。

●
目
標
：
利
用
枚
数
3
,0
0
0
枚

申
立
を
要
す
る
方
の
経
済
的
支
援
の
た
め
に
必
要
な
事
業
で

あ
る
。

利
用
者
が
少
な
い
た
め
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
等
が
参
加
す
る
権

利
擁
護
事
業
の
研
修
会
等
に
お
い
て
、
当
該
事
業
の
普
及
を

図
る
。

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

・
理
由
書
を
作
成
で
き
る
居
宅
介
護
支
援
専
門
員
が
い
な
い
場

合
に
対
応
す
る
た
め
、
今
後
も
継
続
必
要
な
事
業
で
あ
る
。

・ ・

在
宅
介
護
を
促
進
す
る
上
で
必
要
な
事
業
で
あ
る
が
、
国
で
は

当
面
の
間
地
域
支
援
事
業
で
継
続
と
い
う
方
針
を
示
し
て
お

り
、
い
つ
ま
で
交
付
金
の
対
象
か
不
明
瞭
で
あ
る
。

利
用
対
象
者
の
条
件
等
を
見
直
し
な
が
ら
、
現
状
の
ま
ま
事
業

を
継
続
し
て
い
く
。

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

・ ・

任 意 事 業 費

・ ・

介
護
し
て
い
る
家
族
を
対
象
に
、
介
護
か
ら
の
一

時
的
な
解
放
と
心
身
の
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
を
図
る
。

社
会
福
祉
協
議
会
へ
委
託
。

●
目
標
：
開
催
回
数
8
回

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

在
宅
介
護
を
促
進
す
る
上
で
必
要
な
事
業
で
あ
る
。
ケ
ア
マ
ネ

通
信
等
の
情
報
ツ
ー
ル
を
活
用
し
な
が
ら
事
業
周
知
を
図
る
。

１
回
あ
た
り
の
参
加
者
数
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
従
来
の
旧
市
町

村
単
位
に
よ
る
開
催
を
再
考
す
る
必
要
が
あ
る
。

・ ・

⑭
成
年
後
見
制
度

利
用
支
援
事
業

【
7
7
0
千
円
】

・
判
断
能
力
が
不
十
分
で
、
経
済
的
に
成
年
後
見

制
度
を
利
用
で
き
な
い
方
を
対
象
に
、
申
立
費

用
等
を
助
成
。

●
目
標
：
目
標
量
の
設
定
は
適
さ
な
い
。

⑬
家
族
介
護
用
品

支
給
事
業

【
3
,8
2
6
千
円
】

⑫
家
族
介
護
者

交
流
事
業

【
4
8
0
千
円
】
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事
業
概
要
と
目
標

こ
れ
ま
で
の
成
果
と
今
後
の
課
題
、
方
向
性

3
1
年
度
事
業
の
概
要

任
意
事
業
費
の
内
容
に
つ
い
て

事
業
名

実
績
見
込
等

H
2
8
相
談
件
数
：
5
0
件

H
2
9
相
談
件
数
：
8
5
件

H
3
0

〔
見
込
〕
相
談
件
数
：
8
5
件

H
2
8
利
用
回
数
：
1
2
,6
0
7
回

H
2
9
利
用
回
数
：
1
1
,2
6
3
回

H
3
0

〔
見
込
〕
利
用
回
数
：
1
1
,0
0
0
回

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

現
状
の
ま
ま
事
業
を
継

続
す
る
。

⑱
配
食
サ
ー
ビ
ス

事
業

【
8
,6
2
9
千
円
】

・ ・ ・

調
理
が
困
難
な
高
齢
者
等
に
対
し
て
食
事
を
提

供
し
、
併
せ
て
安
否
確
認
を
行
う
。

社
会
福
祉
協
議
会
へ
委
託
。

利
用
者
負
担
：
非
課
税
世
帯
20
0円

、
課
税
世
帯

40
0
円

●
目
標
：
利
用
回
数
1
2
,0
0
0
回

・ ・

一
定
の
需
要
が
あ
る
事
業
だ
が
、
利
用
回
数
は
減
少
傾
向
が

見
ら
れ
る
。
（
H
2
7
:1
3
,3
8
5

利
用
決
定
時
に
使
用
す
る
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
の
改
良
も
行
っ

て
お
り
、
適
正
な
事
業
実
施
の
取
組
み
を
図
っ
て
い
る
。

⑰
生
活
援
助

員
派
遣
事
業

【
1
,7
2
6
千
円
】

・ ・

大
花
都
市
再
生
住
宅
内
に
あ
る
高
齢
者
相
談
所

に
生
活
援
助
員
を
派
遣
し
、
居
住
す
る
高
齢
者

等
に
対
し
て
生
活
相
談
や
軽
微
な
日
常
生
活
の

支
援
を
提
供
。

N
P
O
法
人
ま
る
こ
と
び
お
ら
に
委
託
。

●
目
標
：
目
標
量
の
設
定
は
適
さ
な
い
。

・ ・

法
人
内
で
傾
聴
研
修
等
を
実
施
し
、
相
談
員
の
資
質
向
上
が

図
ら
れ
て
い
る
。

事
業
利
用
者
の
満
足
度
は
非
常
に
高
く
、
ま
た
、
利
用
者
同
士

の
助
け
合
い
や
見
守
り
等
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
に
も
寄
与
し
て

い
る
事
業
で
あ
る
た
め
、
現
状
の
ま
ま
継
続
す
る
。

任 意 事 業 費

4-23



3 款 2 項 2 目 12 事業

課所名：健康福祉部　子ども支援課　

【31年度】 千円

※放課後児童クラブ会員負担金 65,682

※公共施設修繕引当基金繰入金 3,500

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

H18

15

297

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

※利用者負担金　月6,000円/人（2人目以降半額、ひとり親家庭3,000円/人、生活保護世帯無料）

・おおた児童クラブ屋根修繕工事　　1,400千円

児童クラブ内に雨漏りが発生しているため、雨漏り部分の補修工事を行うもの

・児童クラブエアコン修繕等（第１いちょう、協和、おおた）事業費計　2,688千円

エアコンの故障等により、エアコンの修繕を行うもの

比較 1箇所 35人

　○放課後児童クラブ施設整備の内容（※公共施設修繕引当基金一部充当）

 H30年度 30箇所 975人 西仙北第2開設（定員30名）、協和定員増（10名）

 H31年度(見込み) 31箇所 1,010人
第2いちょう（C）開設（定員30名）、
角間川定員増（10名）、横堀定員増（10名）

【今後の方向性】

　今後も利用児童の増加が見込まれるため、適正な規模を考慮し定員増加等の対応が必要である。

【平成31年度事業の概要】

　○放課後児童クラブの実施内容

施設数 利用者 備考

718 791 911 940 975

○核家族の共働き家庭など、放課後の時間帯に保護者等が家庭にいないことが常態化している家庭が増加して

　おり児童クラブの利用を希望する児童も年々増加している。

○利用希望者の増加に伴い、受け皿となる施設の整備が一番の課題となっている。

○特別支援の児童、気になる児童の利用が増加傾向にあり、放課後児童支援員の資質向上が求められている。

○施設の老朽化が進み、雨漏りやエアコンの不具合が発生しており、施設の環境改善が必要となっている。

29 30

児童数 337 420 441 446 526 576 662

19 20 20 21 22 25

H26 H27 H28 H29 H30

クラブ数 16 14 14 18

　核家族や共働き家庭の増加に伴って入会児童数も増加しており、子育て世帯の支援と児童の健全な育成に寄
与している。

【児童クラブ数と入会児童数の推移】Ｈ18は10/1、Ｈ19からは5/1現在

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

44,888 44,888 69,182 42,773

【目的】保護者が仕事等で昼間家庭にいない児童に対し、適切な遊びや生活の場を提供することにより児童の
　　　　健全な育成を図る。
【目標】利用児童数の増加に対応するための定員の増　　　H30：1,030人　H31：1,070人

※31年度事業費の財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

『事業名』 放課後児童クラブ管理運営費

201,731 千円【30年度】 192,624 千円【増減額】 9,107

事 業 説 明 書

　　　　　　放課後児童クラブ及び放課後

(施策の大綱)出会い・結婚・子育ての充実 (施策)児童健全育成の充実 （基本事業）子供教室との連携による実施

拡充
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3 款 2 項 2 目 14 事業

課所名：健康福祉部　子ども支援課　　

【31年度】 千円

※病児・病後児保育事業利用者負担金

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

【過年度の利用実績及び委託料】

【平成30年度施設整備内容】

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

【平成31年度　事業実施内容】

※31年度事業費の財源内訳

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　出会い・結婚・子育ての充実 (施策)　保育サービスの充実 (基本事業)　保育ニーズに対応した事業の充実

拡充

『事業名』 　病児・病後児保育事業費

16,692 千円【30年度】 38,880 千円【増減額】 △ 22,188

5,323 5,323 670 5,376

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

【目的】病気の回復期又は病気中のため、保育所等での集団保育ができない場合や家族による看護が困難な
　　　　場合、医療機関等に付設された施設で子どもを一時的に預かることにより、子育てと就労の両立を
　　　　支援する。
【目標】利用者数：600人以上

　合併時、大曲地域の吉村クリニックで実施していた当事業について、平成21年度から生和堂医院（西仙北
地域）、平成25年度から太田診療所（太田地域）に事業を委託することで、市内東部・西部地域での利用も
可能とし、子育て世帯の利便性向上を図った。平成29年4月に吉村病児・病後児保育園が閉園したが、平成
30年度に大曲こどもクリニックに事業を委託し病児・病後児保育園を開園した。

委託先／年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

吉村クリニック   6,880千円（290人）   6,950千円（290人）      75千円（2人）

生和堂医院   5,690千円（155人）   5,495千円（238人）   7,361千円（262人）

太田診療所   3,245千円（121人）   3,091千円（ 84人）   3,512千円（164人）

合　　計  15,815千円（566人）  15,536千円（612人）  10,948千円（428人）

　大曲こどもクリニックに事業を委託するため、施設整備にかかる補助金を交付する。平成30年12月に工事
が完了し、平成31年2月に開園した。（交付補助金予算額25,590千円）

①平成29年度に大曲地域の病児・病後児保育園が閉園したため、需要に対応できていない状況である。
②平成30年度、大曲地域で新たに病児・病後児保育園が開園となることを広く周知する必要がある。

項目／委託先 大曲こどもクリニック 生和堂医院 太田診療所

対　　象 生後2カ月を経過し保育施設等に入所中、または小学6年生までの児童

利用定員 1日6人 1日5人 1日3人

【事業周知】
　平成31年2月に開園した大曲こどもクリニックを委託先とする病児・病後児保育園を中心に、当事業を児
童の利用が多い施設（保育所、子育て支援拠点施設等）に広報ちらしを設置し事業周知を進める。

利用時間

月～水・金曜日
午前8時～午後6時
土・日曜日
午前8時～午後4時

月～金曜日：午前8時～午後6時
　　土曜日：午前8時～午後1時

利用料（1日） 市内在住者：1,000円・市外在住者：2,000円・生活保護世帯：無料

委託料 7,297千円 5,692千円 3,652千円
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3 款 2 項 3 目 21 事業

課所名：健康福祉部　子ども支援課　　

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

○保育士就業支援事業

　保育士資格所有者1名が、12月から保育園にて研修受講。後に臨時保育士として採用

○保育士支援奨学金返還助成事業（H30年新規）

　H30年度、新規採用となった保育士1名が申請、返還額の実績に基づきH31年度から助成を開始予定

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

【新規】臨時保育士緊急確保推進事業費補助金　

○ 保育士就労奨励金 （支給額）100千円×10人＝1,000千円

○ 保育士就業支援事業 （助成額）35千円×5人＝175千円

○ 臨時保育士等処遇改善推進事業　（助成額）50千円×100人×40ｈ×52週＝10,400千円

○ 保育士支援奨学金返還助成事業　（助成額）200千円×1人＝200千円

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

　増加傾向にある保育所等の待機児童の解消は喫緊の課題であり、解決策である保育士の確保を目的とし
た各種助成事業をはじめ、潜在保育士の就業支援、臨時保育士の処遇改善等を行う。
【目標】年度内における待機児童数をゼロとする

　年度当初（4/1）の受入枠は確保出来るものの、年度途中からの入所希望児童への対応は保育士確保が困
難な状況から十分とは言えず、これまで実施してきた事業の見直しや、周知の徹底を図る必要がある。

　市内の保育事業者が待機児童解消を目的として、緊急的に賃金の上乗せを行い臨時保育士（有資格者・

常勤）を単年度雇用した場合、臨時保育士を通常雇用する際に支払われる賃金との差額（1人当たり3万円

を上限）について補助金を交付する。（H31年度からH33年度まで実施し、3年間における実績等を基に、制

度内容を検証する）

　①6月雇用　30千円×2人×10ヶ月＝600千円　②8月雇用　30千円×3人×8ヶ月＝720千円

　③10月雇用 30千円×3人×6ヶ月＝540千円 　④12月雇用　30千円×3人×4ヶ月＝360千円

　　合計（①～④）＝2,220千円

《今後の方向性》

　既存事業について、これまでの実績等を基に事業効果が現れない場合は終期にあわせ終了する。
　また、新規事業については、保育士確保対策として即効性のある事業と捉えており、他の事業と関連さ
せながら、待機児童解消に繋がるよう実施していく。

13,900 95

※31年度事業費の財源内訳

事 業 説 明 書

(施策の大綱)出会い・結婚・子育ての充実 (施策)保育サービスの充実 (基本事業)保育ニーズに対応じた事業の充実

拡充

『事業名』 保育士確保推進事業費

13,995 千円【30年度】 16,150 千円【増減額】 △ 2,155

○保育士就労奨励金

H29 11人 大曲保育会(8人)、大空大仙(3人) 100,000円

H30(見込) 7人 大曲保育会(3人)、大空大仙(3人)、日の出(1人) 100,000円

年度 保育士数 就労先 交付金額（1人あたり）

H28 6人 大曲保育会(2人)、大空大仙(3人)、どれみ(1人) 50,000円

○臨時保育士処遇改善推進事業

H30(見込) 96名 12,804,960 182,808 9,140,400 大曲保育会34名、大空大仙59名、どれみ3名

H29 117名 14,334,810 204,851 10,242,550 大曲保育会51名、大空大仙61名、どれみ5名

年度
対象

保育士数

上乗せ賃金

総額

勤務時間

総数(①)

補助金額

（①×50円）
備　　考
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3 款 2 項 3 目 61 事業

課所名：健康福祉部　子ども支援課　　

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

・ 良好な保育サービスを維持・継続して提供するため、法人経営の安定化を図る。

・ 施設型給付費のほか、運営事業及び施設改修に係る補助金を法人に交付することにより、保育所運営の

安定化を図り、児童福祉の向上を目指す。

【目標】 保育所運営の安定を保ちつつ、法人の自主性を尊重するため、補助率は50％を目標とする。

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

・ 保育所等を運営する社会福祉法人に対する補助であり、法人の経営安定化に寄与している。

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

・ 法人への補助金は、実施する保育事業や経営方針を見極めながら見直していく必要がある。

・ 経年劣化に伴い、修繕費が増加傾向にあるため、計画的に修繕を行う必要がある。

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

①

②

③

【補助事業の説明】

法人本部にかかる経費及び保育園敷地等の借上料を補助

通園バスを運行している園（8園）の人件費、燃料費、車両管理費等の経費分を補助

園の修繕、増改築にかかる経費を補助

 ・大曲駅前こども園：軒樋及びヒーター設置工事

 ・中仙東保育園：屋根雨漏部分改修工事及び車寄せ復旧工事

　　　　 13,177千円-5,620千円（国庫）×1/2＝3,778千円

1,485

7,834

926

通園バス運行事業

施設整備事業

　経営移譲してから年数が経過しているため、法人の運営状況をみながら、補助要綱の見直しについて検
討する。

《今後の方向性》

②通園バス運行事業

③施設整備事業

46,977

説　　　　明

7424,803

対象事業

①経営安定支援事業

計 41,432

合計

8,760

32,954

5,2633,778

事務局経費

敷地借上料

2,392

926

単位：千円

経営安定支援事業

（福）大空大仙 （福）大仙ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄ

5,620

742

・ 国県の補助事業も活用しつつ、保育園の移転改築や大規模改修を行い、定員の拡大を図るとともに、入
所児童の処遇の改善を行っている。

国庫支出金 県支出金 市債 その他

(施策)保育サービスの充実 (基本事業)保育ニーズに対応じた事業の充実

千円【30年度】 53,964

事 業 説 明 書

継続

『事業名』 法人立保育所補助金

46,977

(施策の大綱)出会い・結婚・子育ての充実

千円【増減額】 △ 6,987

一般財源

補助事業の種類

　　　2,970千円×1/2＝1,485千円

41,357

7424,700

（福）大曲保育会

3,318 4,700

32,954

※31年度事業費の財源内訳
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3 款 3 項 2 目 80 事業

課所名：　健康福祉部　生活支援課     

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）
・

・

・ 若年層の精神疾患者に対する生活および就労支援が必要。

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

（１）保護の適正実施のための対策

①

②

③

（２）平成31年度保護費等

計 1,764,606

支援給付費 9,170 中国残留邦人にかかる給付費（生活、住宅、医療）

生活扶助費等 1,755,436
生活困窮世帯の最低限度の生活を保障する扶助費
（生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬祭　等）

保護率(‰) 16.6

レセプトの活用により受給者への適正受診指導（重複受診および頻回受診の是正など）及び
後発医薬品の数量シェア向上に向けた啓発や関係機関との連携を強化していく。

各種制度利用による受給者の他法利用の案内を促進する。

稼動能力判定会議の開催等就労支援体制を強化し、支援要請者を確実に就労に結び付けていく。

15.515.8

・大仙市発足時(平成17年3月)の保護率は8‰であったが、その後保護人員の増加が続き、平成26年
　度末には17.5‰まで達した。その背景には、景気低迷の他無年金や、年金過少の高齢者世帯の増
　加、扶養義務者の援助がなされないことなどが保護率上昇の要因であったと推測される。
・今年度より世帯主の傷病や手持ち金の減少による相談が増加、12月末時点で開始件数が前年同時
　期と比較し1.5倍ほどに及んでいる。廃止については逆に昨年度同時期の8割程度となっており、
　全体の受給者は4月から横ばいで推移している。

（単位：千円）

扶助の種類 平成31年度予算額 保護費の内訳

1,263

H30.12末
1,012
1,270

1,111

17.5 16.8 16.8
1,469

H26年度

17.3
被保護人員（人） 1,374 1,456 1,493 1,451

被保護世帯数（世帯） 1,080

1,323,454

1,114 1,074 1,0511,011

（目的）
　生活に困窮している全ての国民に対し困窮の程度に応じて必要な保護を行い、最低限度の生活を
保障する。またその自立を支援する。
中国残留邦人等に必要な支援給付を行い、円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立を支援する。
（目標）
　受給者の持つ可能性を発展させ自立した生活が送れるよう援助することを目標とする。就労自立
給付金の支給などにより就労支援の強化（H30.12月現在　就労開始者7人、活動中13名）を目指す。
また、後発医薬品使用割合の増加（国の目標75.0％　大仙市H30.9月現在77.7％）を目指す。

■保護の推移（各年度末現在）
H28年度 H27年後

※31年度事業費の財源内訳

H25年度 H24年度H29年度

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

(施策)

5,521 435,631

1,764,606 千円【30年度】 1,881,482 千円【増減額】 △ 116,876

就労可能者への情報提供時には意欲喚起に努める。

受給者本人の体調等複雑な理由から医学的意見書を基に療養および就労支援の見極めをすること
が困難。

高齢者は収入増が見込めず要介護状態から施設入所に至り、医療扶助・介護扶助の適用が多くな
る。

事 業 説 明 書

(施策の大綱)  社会保障の充実 (基本事業)  被保護者の自立支援

継続

『事業名』 生活扶助費等

生活保護者の相談業務の充実、
自立支援強化
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平成３１年度　生活保護費・支援給付費・就労自立給付金　当初予算添付資料

（１）年間平均（保護率、保護世帯数、保護人員）の推移及び予測値

H31見込 H30見込 H29 H28 H27 H26 H25 H24

15.8 15.8 16.1 16.8 17.4 17.2 16.8 16.6

1,015 1,015 1,046 1,084 1,113 1,092 1,062 1,039

1,250 1,267 1,311 1,386 1,463 1,463 1,448 1,450

79,200 80,399 81,616 82,705 84,006 85,080 86,175 87,259

※ 支援給付　支援世帯2世帯　支援人員3名

（２）保護費等年度比較 （千円）

H31当初 Ｈ30見込 Ｈ29実績 Ｈ28実績 Ｈ27実績 Ｈ26実績 Ｈ25実績 Ｈ24実績

565,472 572,467 593,629 628,941 634,685 666,028 646,285 670,244

199,901 202,058 206,955 203,862 198,971 188,940 181,915 183,525

7,633 6,246 7,036 8,974 9,312 9,986 9,603 10,420

79,510 75,612 83,452 91,800 97,676 97,845 107,669 96,049

832,656 851,018 853,218 997,782 1,083,612 889,622 873,766 787,597

300 300 0 0 273 165 177 478

5,500 5,790 4,909 6,517 6,653 9,130 10,990 10,067

2,164 2,046 1,773 2,701 6,101 3,257 3,262 2,376

60,100 58,265 57,494 59,361 60,754 59,422 53,322 53,836

1,753,236 1,773,802 1,808,466 1,999,938 2,098,037 1,924,395 1,886,989 1,814,592

1,200 743 810 798 815 521

1,000 300

1,765 1,946 1,786 1,741 1,742 1,810 1,772 1,773

205 193 48 0 0 0 0 0

7,200 6,796 5,417 5,780 5,618 6,152 5,526 5,319

9,170 8,935 7,251 7,521 7,360 7,962 7,298 7,092

1,764,606 1,783,780 1,816,527 2,008,257 2,106,212 1,932,878 1,894,287 1,821,684

（３）保護開始、廃止の状況 （人）

H30.12末 H29 H28 H27 H26 H25 H24

128 99 126 151 195 187 230

127 184 157 150 144 143 123

稼働収入の増加 25 15 25 15 44 41 27

親類等の引き取り 6 26 8 4 1 9 1

死亡、失踪、その他 96 143 124 131 99 93 95

（４）処方箋への後発医薬品調剤状況 （％）

H30.9月 H29.9月 H28.9月 H27.9月 H26.9月 H25.9月

77.7 74.1 70.6 63.23 56.20 42.06

※診療月全医薬品に占める後発医薬品の割合（後発のない先発医薬品を除く）

（５）保護世帯類型における高齢者世帯の割合 （％）

H30.10月 H29.10月 H28.10月 H27.10月 H26.10月 H25.10月

61.8 60.8 60.1 58.3 56.4 54.7

※1　世帯員全員が65歳以上もしくはこれに18歳未満の者が加わった世帯

住宅扶助

生活扶助

保護開始数

保護費等合計

支
援
給
付
費 合計

保護率（‰）

保護世帯数（世帯）

保護人員（人）

進学準備給付金

合計

施設事務費

基準人口（人）

葬祭扶助

生業扶助

就労自立給付金

診療月

介護扶助

医療扶助

生
活
保
護
費

教育扶助

医療支援

出産扶助

保護廃止数

住宅支援

生活支援

高齢者世帯※1

数量シェア※
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4 款 1 項 1 目 60 事業

課所名：健康福祉部　健康増進センター　

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

○支援額 （単位：千円）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

・支援項目

・支援額

その他 一般財源

31,900

国庫支出金 県支出金 市債

31,900 千円【30年度】 45,800 千円【増減額】 △ 13,900

※31年度事業費の財源内訳

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　保健・医療の充実 (施策)　地域医療体制の充実 (基本事業)　地域医療の強化

見直し

『事業名』 救急医療運営支援事業費

・地域において必要とされる不採算医療等の機能を担う大曲厚生医療センターに対して、平成26年度から
　5年間支援限度額の3/4を財政支援してきた。
・支援割合を平等割5%、救急患者取扱（平成22年度から平成24年度）95%とし、大仙市、仙北市、美郷町
　で支援している。

H26

47,000

7,300

9,200

市・町名

大仙市

仙北市

美郷町

6,800

計

H27

44,900

7,000

8,800

60,70063,500

8,500

58,900

H29

44,800

6,900

8,800

60,500

・平成26年5月に開院した大曲厚生医療センターに対し財政支援してきたことにより、救急・小児の
　医療体制の整備・維持、住民ニーズの高い救急医療・小児医療が提供できたと考えられる。

　特別交付税措置を活用して不採算地区病院や救急医療センター、小児医療などの医療機能を実施する公
的病院等に対し支援を行う。
　地域中核病院である大曲厚生医療センターへ市民に対し救急・小児医療体制の維持・充実を図る目的に
より支援を行い、安全に安心できる医療環境を提供する。

●特別交付税措置による財政支援については、構成市町の支援限度額を3/4→1/2に縮減することとす
る。

H30

45,800

7,100

9,000

61,900

H28

43,600

（単位：千円）

区分
専用
病床数

１床当り
単価

加算額 計（Ａ）
県救急運営
費補助（特交
対象）（Ｂ）

市町村支援
限度額

（Ａ－Ｂ）＝Ｃ

支援の額
（Ｃ×1/2）

救急医療 30 1,697 32,900 83,810 24,935 58,875
小児医療 20 1,267 25,340 0 25,340

合計 50 109,150 25,268 84,215 42,108

市・町名
平等割
（5％）

救急患者率
割（95％）

計（％）
支援額
（千円）

大仙市 1.6668 74.3087 75.9755 31,900

仙北市 1.6666 7.7339 9.4005 3,900

美郷町 1.6666 12.9574 14.6240 6,100

計 5.0000 95.0000 100.0000 41,900
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4 款 1 項 2 目 12 事業

課所名：健康福祉部　健康増進センター   

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

妊婦健康診査16枚、検査券1枚、歯科健診1枚、母乳育児相談3枚、産後1か月健診1枚

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

事業の概要

　母子の健康保持増進のため、妊娠期における疾病の早期発見・早期治療による健康管理の向上を図る
とともに、妊娠出産に係る経済的負担の軽減及び、安心して妊娠出産できる環境づくりに努める。

・新生児聴覚スクリーニング検査は生後3日以内に各産科医療機関で保護者の同意により自己負担で
　実施されている。

・妊婦健康診査については、県の産婦人科医会と契約し、健診の費用助成を行っている。
・適切な時期での妊婦健診がほぼ実施され、的確に健康管理が図られている。

内　　　容

子育て世代包括支援センター(3ヶ所）が主となり交付

平成31年度妊婦健康診査一覧参照

妊娠35週まで1回実施（県1/2補助）

県外の里帰り先での妊婦健診等の費用助成

先天性の聴覚障害を発見するための検査
早期に発見し早期治療と療育に結びつける

予定日にあわせ、2講座4クール実施

産婦人科と小児科の連携による相談指導

育児一般、発育発達、栄養等に関する相談

前期5か月児年12回、後期10～11か月児年6回実施

合　　計

⑦乳幼児健康相談

183

50

8

283

56,202

465

450組

5

300

300

15

予算額

147

49,675

1,133

1,098

○妊婦や子どもの数は年々減少しているが、育児不安や家庭環境の問題から、支援が必要な家庭が増
加している。平成31年7月に子育て世代包括支援センターを設置し、母子保健に専任従事する職員に
よる、より充実した母子保健業務を推進する。

(施策)　　母子保健の充実 (基本事業)　社会全体で妊娠、出産、育児を応援する環境づくり

国庫支出金 県支出金 一般財源

対象者(人）

55,626

56,202 千円【30年度】 53,746 千円【増減額】 2,456

※31年度事業費の財源内訳

その他市債

576

（単位：千円）

②妊婦健康診査

③妊婦歯科健康診査

項　　目

351人

280

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　出会い・結婚・子育ての充実

拡充

『事業名』 母子保健推進費

⑧離乳食教室

④里帰り妊婦健診

⑤パパママ教室

⑥出産前後小児保健相談

①母子健康手帳交付

⑨【新規】新生児聴覚スク
リーニング検査

3,625

460

460

　No.1～No.3
434人

　No.4～No.7
443人

　No.8～No.16

　【平成29年度妊婦健康診査受診状況】

1枚当りの平均受診者数

      ・平成29年度母子健康手帳交付者数　　439人

　　妊娠時期 　妊娠初期（～4か月） 妊娠中期（5～7か月） 妊娠後期（8か月以降）

　妊婦健康診査一覧No.
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No. 使用週数 色 検査内容
契約単価

（円）

一般健康診査の検査項目（尿、血圧、浮腫、診察）

血算 (貧血)、HBs抗原、梅毒血清反応、ABO血液型、

Rh血液型、間接クームス、血糖、HCV、HTLV-1

HIV、風疹抗体

子宮頸がん検診（細胞診）

性器クラミジア（クラミジアトラコマチス核酸同定）

3 12〜15週 白① 一般健康診査の検査項目 4,110

一般健康診査の検査項目、超音波断層法 (経腹,経腟）

胎児数、BPD（児頭大横径）、直径5cm以上の子宮筋腫

の有無、卵巣嚢腫の有無、 頸管長

5 20〜23週 白③
一般健康診査の検査項目、超音波断層法（経腹）　BPD　羊
水ポケット、胎児心臓（位置、軸、4CV)

8,220

6 24〜27週 白④ 一般健康診査の検査項目 4,110

一般健康診査の検査項目、超音波断層法（経腹、経膣）

推定体重、羊水ポケット、頸管長、

胎盤位置異常（なし，前置胎盤，低置胎盤）

50g GCT、 既に糖尿病の診断がついている場合は血糖

HbA1C,またはグリコアルブミン検査

一般健康診査の検査項目

血算（貧血）、間接クームス

9 28〜31週 白⑥ 一般健康診査の検査項目、超音波断層法（経腹）
胎児計測四腔断面確認の有無、3 vessel　view 確認の有無

8,220

10 32〜35週 白⑦ 一般健康診査の検査項目 4,110

11 32〜35週 白⑧ 一般健康診査の検査項目、B群溶連菌検査 7,300

一般健康診査の検査項目、超音波断層法（経腹）

推定体重、羊水ポケット、胎位（頭位，骨盤位，横位）

13 36週以降 白⑩ 一般健康診査の検査項目 4,110

14 36週以降 黄色① 一般健康診査の検査項目、NST、血算（貧血） 7,750

15 36週以降 黄色② 一般健康診査の検査項目、NST 5,750

16 40週 黄色③ 一般健康診査の検査項目、選択可能なNST追加 5,750

17 41週 黄色④ 一般健康診査の検査項目、選択可能なNST追加 5,750

18 産後1か月（～8週） 水色 尿・血圧・浮腫・子宮復古・悪露・栄養法 4,000

19 桃色① 授乳法、乳房・乳首の手当、その他 2,160

20 桃色② 授乳法、乳房・乳首の手当、その他 2,160

21 桃色③ 授乳法、乳房・乳首の手当、その他 2,160

22 新生児聴覚検査
（おおむね生後1週間以内）

聴覚検査
自動聴性脳幹反応検査（ＡＢＲ）又は
自音響放射検査（ＯＡＥ）

8,040

139,440

23 多胎受診票 1人　6枚

　　　　　　　　　　　NO.16～18、21　H28年度より実施　　No.19,20　H27年度より実施

24〜27週 白⑤ 10,500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３１年度　　　妊婦健康診査等一覧

1
8〜11週

又は初回日
緑色 16,150

2 検査券 白 4,940

7,710

12 36週以降 白⑨ 8,220

4 16〜19週 白② 8,220

7

母乳育児相談
（産後6か月以内）

妊婦ひとり当たりの金額

　健診内容は白⑨と同じ

8 28〜31週 橙色
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4 款 1 項 2 目 16 事業

課所名：健康福祉部　健康増進センター　   

【31年度】 千円

※地域福祉振興基金繰入金

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題） （新規事業を創設の経緯と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

５．こんにちは赤ちゃん事業

７．【新規】産後ケア事業 　　　助産師等の専門職が身体の回復支援や心的回復支援を行う事業

　　（宿泊型、訪問型、デイサービス型） 検討 検討結果に即して

検討結果に即して

６．【新規】産前・産後サポート 母子保健推進員等が地域の母親同士の仲間作りで孤立感や不安感を軽減する事業

　　（訪問型、デイサービス型） 検討 検討結果に即して

全乳児訪問

３．【新規】母子手帳アプリ　 平成31年1月からモデル実施 評価し、継続または中止

４．乳幼児健康相談（子育て支援拠点施設共催） 新体制 評価 改善

１．4か月児健診・7か月児健診 新体制 評価 改善

２．1歳6か月児健診・3歳児健診 検討 新体制 評価

事業項目 平成31年度 平成32年度 平成33年度

・平成28年母子保健法第22条が改正され、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う「子育て世
　代包括支援センター」を平成32年度末までに市町村は設置するよう努めなければならないこととされた。
・この改正を受け市においても、妊娠・出産・子育てに関する各種相談に応じ必要な情報提供・助言・保健
　指導を実施する相談室を整備する。そのため、専門職員の配置と早急な相談・関係機関との連携を図って
　の支援体制の構築が急務である。

 　　開設前準備経費　　8,169千円　　　相談室（3センター）整備のための備品等

 　　開設後の運営費　　1,564千円　　　燃料代・電話料金・消耗品費等
　　３．職員体制（案）
　　　○専任職員　保健師2名
　　　○兼任職員　保健師8名
　　　兼任職員8名のうち
　　　健康増進センター西部2名と
　　　健康増進センター東部2名は
　　　西部・東部で従事

　平成31年度からの3年間において継続的・包括的な切れ目のない支援体制を目指し、母子保健事業の体制
を検討していく。
　また子育て世代包括支援センターを開設することで実施可能となる新規サービスについて「市民による市
政評価の個別事業評価」等の市民ニーズもふまえ検討していく。

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

3,484

　１．開設時期
　　　平成31年7月1日
　２．開設場所
　　　①健康福祉会館2階
　　　　多目的ルーム
　　　②健康増進センター西部
　　　③健康増進センター東部

3,484 1,600 1,920

10,488 千円【30年度】 0 千円【増減額】 10,488

子育て世代包括支援センター事業費

※31年度事業費の財源内訳

　平成31年7月に大仙市子育て世代包括支援センター3ヶ所を開設し、妊娠期から子育て期にわたる不安や悩
みを軽減し、地域で安心して子育てができるように、保健師等が継続的・包括的な切れ目のない支援を実施
する。専任保健師が全妊婦の状況を把握し、支援プランを作成及び関係機関との連携調整を図ることで、必
要なサービスを円滑に利用できるよう支援する。
 ●目標：全妊婦の状況把握および全妊婦の支援プラン作成（作成率100％）

(従来からの事業との統合)　こんにちは赤ちゃん事業費　755千円
　生後4か月までの乳児の家庭を訪問し、様々な要因から起こる子育てへの不安の軽減と支援を図る。
  ●目標：全乳児の訪問　（訪問実施率100％）

事 業 説 明 書

(施策の大綱)　出会い・結婚・子育ての充実 (施策)　　母子保健の充実 (基本事業)　社会全体で妊娠、出産、育児を応援する環境づくり

新規

『事業名』
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4 款 1 項 4 目 12 事業

課所名：健康福祉部　健康増進センター

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標） ※地域振興基金繰入金

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と3１年度事業の概要）

○定期予防接種の一覧と見込額(委託料）は別紙のとおり

8,580

1
高校生
 (H12.4.2～H15.4.1生)

妊婦

合計

2,032 40

60 1 280

8,580

820

280

事 業 説 明 書

(施策の大綱)保健・医療の充実 (施策)地域医療体制の充実 (基本事業)予防接種の推進と接種体制の整備

拡充

接種回数

8,580

『事業名』 予防接種経費

その他国庫支出金

11,087

6,730

750

接種率（見込み）％

750

820

県支出金 一般財源市債

50

40
中学生
 (H15.4.2～H18.4.1生）

2

1

小学校6年生まで
 (H18.4.2以降の出生者）

130,678

千円【増減額】 △ 7,372

※31年度事業費の財源内訳

146,630

委託料（千円）

6,730

対象者(人)

6,726

　予防接種法に基づき、感染症の発生及びまん延を予防することを目的に、定められた対象者や時期に
おいて予防接種を行い、公衆衛生の向上及び健康増進を図る。

・予防接種法で定める定期予防接種について、県内協力医療機関及び里帰り等での県外医療機関におけ
　る予防接種が可能となり、市民が接種しやすい環境整備を行っている。
・適切な時期に接種ができるよう啓発と勧奨を行い、接種率の向上を図っている。

・市では定期予防接種についての全額公費負担を実施し、接種率は全て9割以上であり、感染症の発
  生の予防に寄与している。
・冬期間には毎年インフルエンザが流行し、保育園や小中学校が閉鎖になるといった問題が起きて
　いる。
・インフルエンザの重症化とまん延を予防するためには、ワクチン接種の有効性が認められており、
　重症化しやすい子どもや妊婦に接種を勧奨し、併せて接種費用の一部を助成することで、経済的な
　負担の軽減を図る。

139,258 千円【30年度】

○任意のインフルエンザ予防接種について、市民への周知の徹底を図る。

○対象年齢や接種の間隔や回数も複雑であり、保護者へ正しい周知の徹底と医療機関の協力が必要
　である。

1,869

回数

○65歳以上の高齢者のインフルエンザ予防接種は、定期接種であり1,300円を助成していたが、
　平成31年度から対象者を拡大することにより助成額を1,000円に統一する。

○平成31年度より新たに、生後6か月から高校3年生まで及び妊婦に対して1回1,000円の接種
　費用を助成する。（13歳未満は2回接種、13歳以上は1回接種が望ましいとされている）

460
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●平成31年度　　予防接種接種委託料見込一覧
別紙

NO 予防接種の種類
対象者数
（人）

接種見込数 単価（円） 委託料（円）

1 4混(DPT-IPV)　（4回） 460 1,860 11,237 20,900,820

2 2混(DT) 627 560 5,621 3,147,760

3 不活化ポリオ（4回） 10 10 10,103 101,030

4 麻しん風しん1期 460 460 9,977 4,589,420

5 麻しん風しん2期 518 500 9,977 4,988,500

6 日本脳炎１期初回（2回） 458

7 日本脳炎１期追加 520

8 日本脳炎２期 822
9歳以上13歳未満
の者

9 結核（ＢＣＧ） 460 450 7,457 3,355,650

10 Hib感染症（4回） 460 1,800 8,229 14,812,200

11 小児用肺炎球菌（4回） 470 1,800 10,718 19,292,400

12 子宮頸がん予防（3回） 617 0 16,200 0

13 水痘（2回） 460 830 9,077 7,533,910

14 B型肝炎（3回） 460 1,280 6,454 8,261,120

15 任意インフルエンザ（妊婦） 460 280 1,000 280,000

16
任意インフルエンザ
（13歳未満2回）

10,627 8,300 1,000 8,300,000

17 高齢者のインフルエンザ① 16,000 1,000 16,000,000

18 高齢者のインフルエンザ② 500 3,700 1,850,000

19 高齢者のインフルエンザ③ 20 1,000 20,000

20 高齢者の肺炎球菌① 4,067 1,825 3,000 5,475,000

21 高齢者の肺炎球菌② 100 70 8,500 595,000

22 高齢者の肺炎球菌③ 5 5 3,000 15,000

137,341,770

119,000

137,460,770

平成31年度に65歳・70歳・75
歳・80歳・85歳・90歳・95歳・
100歳となる、今までにワクチ
ン接種を受けていない者

生活保護を受給者

60歳～65歳未満の心臓、腎
臓、呼吸器に障害があり日常
生活に制限のある者

合計

特別予防接種(秋田大学病院）
　～大学病院は協力医療機関ではないが、高度な医療を受けていることから他医療機関では接種で
きない児に対応

委託料　合計

1歳に至るまでの間にある者

妊娠中である者

生後6月～高校3年生相当

31,726

65歳以上の者

生活保護を受給者

60歳～65歳未満の心臓、腎
臓、呼吸器に障害があり日常
生活に制限のある者

17,823,960

1歳に至るまでの間にある者

生後2月から60月に至るまで
の間にある者

生後2月から61月に至るまで
の間にある者

中学1年～高1相当の女子
　※積極的な勧奨の中止中

生後12月から36月に至るまで
の間にある者

対象者

生後3月から生後90月に至る
までの間にある者

生後6月から生後
90月に至るまでの
間にある者

特例措
置：
Ｈ7.4.2～
Ｈ19.4.1の
未接種者

2,310 7,716

11歳以上～13歳未満の者
（小学6年）

生後3月から生後90月に至る
までの間にある者

生後12月から生後24月に至る
までの間にある者

5歳以上7歳未満
（小学校就学前）
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4 款 1 項 4 目 17 事業

課所名：健康福祉部　健康増進センター　

【31年度】 千円

１．Ｐｌａｎ（計画：事業の目的及び目標）

２．Ｄｏ（実行：これまでの実績と成果）

【年度別実施者数】 （単位：人）

※H25は抗体検査未実施

※H30は12月末現在数

３．Ｃｈｅｃｋ（評価：問題と課題）

４．Ａｃｔ（改善：今後の方向性と31年度事業の概要）

・ 対象者　昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生まれの男性約8,250人

・ 抗体検査実施見込み　　　対象者の55％　　 約4,500人

・ 予防接種対象者見込み　　抗体検査受診者の20％　　

H30

67

61

抗体検査

予防接種 703

21 19

75

千円【30年度】

28

71

・妊婦が風しんに感染することにより、先天性風しん症候群の児を出産する確率が高くなることから、
　その予防として、平成25年度から妊娠を希望する女性と抗体の低い妊婦の配偶者を対象に風しん抗体
　検査と予防接種の助成を市の任意事業として実施してきた。

H25 H26 H27 H28

31

67

22,535

事 業 説 明 書

見直し

『事業名』 風しん予防接種事業費

その他

(施策の大綱)　保健・医療の充実

35,228

※31年度事業費の財源内訳

36,090

92

○妊娠を希望する女性と抗体の低い妊婦の配偶者に対し、県が抗体検査費用の助成をH30.12.10より開始
　したことにより、この対象者に対する市の助成は平成30年度で終了する。
　
　　　財源：事務費全額及び抗体検査の1/2が国庫補助

　平成30年の大都市圏を中心とした風しんの発生状況を踏まえ、感染の拡大防止の対策として風しん抗体
検査・予防接種を平成31年度から平成33年度末の3年間取り組む国庫補助による集中事業である。

　●目標：昭和37年4月2日から昭和54年4月1日までに生まれた男性の風しんの抗体保有率90％以上

国庫支出金 県支出金 市債

－

一般財源

13,555

H29

約900人

(施策)　地域医療体制の充実 (基本事業)　予防接種の推進と摂取体制の整備

862 千円【増減額】

○これまで風しんの定期接種を受ける機会がなく、抗体保有率が他の世代に比べて低い世代の男性に対
　する予防接種と抗体検査の実施対策を国が平成30年12月に発表した。予防接種法に基づく定期接種で
　あることから、市が実施主体となり平成31年度から今後3年間実施する。これに伴い、平成25年度から
　実施してきた風しん抗体検査及び予防接種の任意事業を見直し、国の風しん対策に準じて実施する。

・国では、全国の医療機関や健診機関で抗体検査を実施し、抗体の低い者は全国の医療機関で予防接種が
　実施できる体制を目指し、統一の様式や集合契約を行うことを公表しているが、具体的なスキームがま
　だ出ていない。4月から実施できる体制を整えるのが難しい状況である。
・平成31年度から3年間の集中事業であるが、初年度は特に、対象者と医療機関に対し事業の正確な周知
　を実施していく必要がある。
・未接種者への再勧奨や次年度以降の未検査者への通知等を考慮し、対象者の実施状況について、管理
　していく必要がある。
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１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

【保健分野のおもな支援】

【医療分野のおもな支援】

【福祉分野のおもな支援】

１８１１ １４３ ４ ５ １６ １７６ ７ ８ ９ １０ １５１２ １３

平成３１年度版

年齢 出産前 出産

乳幼児期 就学前 小学生 中学生 高校生

０

大仙市子育て支援年表（ソフト事業）

１ ２

４
か
月
児
健
診
 

７
か
月
児
健
診
 

離乳食 
教室 
（後期） 

10 
か
月
児
健
診 

安心して妊娠・出産・子育てをし、子どもの発育や発達を確認するために 

ＢＣＧ（生後１２か月に至るまで）１回 

フッ化物洗口事業 

経過観察児訪問（随時） こんにちは赤ちゃん 

産前・産後の不安を相談したり、育児の不安を解消するために 

できるだけ病気を予防したり、予防接種の免疫を継続するために 

子どもの養育費の心配やひとり親になったときの不安の解消のために 

児童扶養手当（対象：１８歳まで／１１月から支払回数を２カ月分ずつ年６回に見直し。未婚の受給者に対する（仮称）臨時・特別給付金の給付）    特別児童扶養手当（対象：２０歳未満） 

児童手当（３歳未満月額１５，０００円・第３子以降の３歳～小学校修了前月額１５，０００円・３歳～中学生月額１０，０００円・特例給付（所得制限限度額以上）月額５，０００円）  

仕事と子育てを両立するために 

すこやか子育て支援事業（保育料・給食費を助成）  

延長保育・一時保育・支援を要する児童の保育 

病児・病後児保育（施設型 ３か所） 

放課後児童クラブ（クラブ数・定員の拡大） 

地域のお父さん・お母さん同士が交流しあい輪を広げるために 

４種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風・ポリオ）４回 

麻しん・ 

風しん 
１期 

要支援妊産婦保健指導（随時） 

地域子育て支援拠点事業（一般型：子育てひろば…３か所）子育て世代包括支援センター開設に伴う連携強化 

子どもが病気になっても安心してお医者さんにかかれるようにするために 

医療費の助成（所得制限あり）……・県補助対象分 

 
 

定
期
予
防
接
種 

  

乳
幼
児
及
び
児
童･

生
徒 

 

ファミリー･サポート･センター事業  

日本脳炎１期  日本脳炎２期 

ヒブワクチン（５歳未満） 

小児用肺炎球菌ワクチン（５歳未満） 

  子宮頸がん予防ワクチン３回 
※H25.6～積極的な接種奨励を差し控え 

 （中学１年生    
    ～高校１年生相当の女子） 
  Ｈ２５．４．１～定期予防接種 

ひとり親家庭の子ども 医療費助成（所得制限あり）……県補助対象分 

所得制限額の緩和、医療費全額助成……市単独上乗分 

・母子健康手帳交付、妊婦健康相談、栄養相談、離乳食教室、パパママ教室 

・妊婦健康診査１６回（多胎妊婦に6枚追加）・子宮頸がん検診・クラミジア検査    
・妊婦歯科健康診査                          
・産後１か月健診 
・母乳育児相談（3回）   
・里帰り妊婦健康診査                             

・妊娠中からの子育て支援事業                       
・出産前後小児保健指導（プレネイタル・ビジット）         
・不妊診療等助成金                             
・乳幼児健康相談  
・乳幼児健康診査 
・乳幼児歯科健康診査           

２種混合（ジフテリ
ア・破傷風） 

（
歯
科
含
）
 

1
歳
6
か
月
児
健
診
 

2
歳
6
か
月
児
歯
科
健
診
 

3
歳
児
健
診
（
歯
科
含
）
 

B型肝炎（生後12か月に至るまで）  H28.10.1～定期予防接種 

麻しん・風しん２期 

子育て世帯応援融資利子補給金（借入利率２．５％、利子補給２．０％ 「利子補給：３年間」） 

水  痘 

離
乳
食
教
室
（
前
期
）
 

妊婦健康診査 

拡充事業 新規事業 

保育士確保推進事業（待機児童を無くすための様々な事業を実施） 

子
育
て
応
援
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
の
配
布 

子育てファミリー支援事業（第３子以降出生世帯に対する子育てサービス利用料の助成）  

幼児教育・保育の無償化（２０１９年１０月～） 

プレミアム付商品券事業 

新生児聴覚検査 

インフルエンザワクチン（生後６か月～高校３年生）13歳未満は２回、13歳以上は１回 接種料金の一部助成 

子育て世代包括支援センター「すくすくはなび」開設・母子手帳アプリの配信 

インフルエンザワクチン（妊婦） 任意予防接種 
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平成３１年度版

年齢 出産前 出産

乳幼児期 就学前 小学生 中学生 高校生

０

大仙市子育て支援年表（ソフト事業）

１ ２

拡充事業 新規事業 

【教育分野のおもな支援】

 

【住宅環境分野のおもな支援】

平成27年 82,783 525 6.3

平成28年 81,616 451 5.5

※出典：秋田県衛生統計年鑑

552

平成25年 85,080 524 6.2

平成26年 84,006 486 5.8

平成23年 87,260 490 5.6

平成24年 86,175 520 6.0

6.2

平成22年 88,301 550 6.2

大仙市の人口と出生数の推移

年次 人口
（10/1現在）

出生数
（1月～12月)

出生率
（人口千人あたり）

平成20年 90,411 576 6.4

91,309 636 7.0

平成29年 80,399 462 5.7

平成21年 89,398

平成19年

ブック 
 

スタート 
 

事業 

スポーツ少年団活動補助、スポーツ少年団大会派遣費補助 

スキー場リフト券等無料利用券配布 

①社会、人とのふれあい 
  ・学校支援活動（１０本部） 
  ・放課後子ども教室 
   （わくわく体験教室、わくわくスペース、サタデーキッズパーク） 
  ・三世代交流事業  
  ・各地域資源学習事業（チャレンジ夢広場、ほたる観察会、食育体験等） 
②自然とのふれあい 
  ・自然観察探検事業、リーダーキャンプ事業、軽登山教室等 

学校生活支援員等の配置 

定期健康診断 

学校図書の整備 

奨学金制度 

体験的な学習の時間支援事業 

小学生
芸術鑑
賞事業 

遠距離通学費の補助 

大仙グローバルジュニア育成事業（外国語指導助手（ＡＬＴ）・国際交流員（ＣＩＲ）の配置） 

スポーツを通した健全な心身を育むために 

社会性、こころの豊かさ、豊かな創造性を育むために 

コンピュータ・インターネットの整備 

国際教養大学との交流事業 

子ども読書活動の推進 

スクールバス運行事業 

「大曲の花火～
秋の章」ふるさと
花火体験子ども
招待事業 

キャリア教育推進「総合的な学力育成」事業（「大仙ふるさと博士育成」事業） 

子育て講座 
（就学前の子どもの 
保護者を対象） 

だいせん防災教育「生き抜く力育成」事業 

こころのプロジェクト「夢の教室」事業 

教育環境を充実するために 

中学校生徒海外派遣事業 

伝統文化「ＭＩＲＡＩステージ」 

第１４回大仙市子ども囲碁大会 

居住環境の向上を図るために 

住宅リフォーム支援事業（子育て世帯改修工事 補助率20％、補助上限額30万円）  【子育て世帯改修工事（18歳以下の２人以上の子どもと同居している親子世帯が環境対策、克雪対策、耐震化工事を１つ以上行う場合）】 

食物アレルギー対応事業 

就学援助・特別支援教育就学奨励費 

小・中学校各種大会派遣費補助 

中学生ヘルメット購入費補助 

（仮称）子ども読書通帳の配布 


